
　第９期介護保険・高齢者保健福祉総合事業計画　高齢者保健福祉施策に関する事業進捗状況評価表

基本目標１　生きがいのある充実した生活の支援 ※ 「事業評価」の評価基準

　　　Ａ…　ほぼ事業内容を達成した。
　　　Ｂ…　改善、検討を要する点はあるが、事業内容をある程度達成した。
　　　Ｃ…　事業内容を達成したとは言えず、現状について大きな課題がある。
　　　Ｄ…　未実施

令和７年度

事業予定 事業実績
事業
評価

評価の理由 事業予定

基本施策⑴　健康づくり・介護予防の一体的推進

①

★さくら体操の推
進

新型コロナウイルス感染対策のため、管
理会場の定員の見直しを行い密にならな
い形で行います。また、医療・福祉の専
門職が管理運営を行い、グループ支援や
参加者評価等を通して、参加者の介護予
防や自立支援を図ります。完全自主会場
については新型コロナウイルス感染対策
により、介護事業所等使用できない会場
が多いため、身近な所で少人数実施でき
る体制を推進していきます。地域包括支
援センターの職員が立ち上げ・継続支援
を行うとともに、市内のリハビリテー
ション専門職が会場を巡回し、助言・指
導を行い、参加者の介護予防を図りま
す。
介護予防の取り組みが多様化しているた
め、他の介護予防施策と連動させながら
介護予防を推進していきます。

<計画期間の目標>
さくら体操の会場数　55会場
さくら体操の延参加者数　6,600人
新規介護予防リーダー養成者数　年間15
人

介護福祉課 管理会場においては管理委託の通所
介護事業所・地域包括支援センター
と連携し、毎月１回ミニ講座を行う
とともに、年に１回体力測定等を行
います。また、完全自主会場につい
ては市内のリハビリテーション専門
職の協力を得て、各会場を巡回し、
介護予防に関する助言・相談等行
い、参加者の介護予防を図ります。
介護予防ボランティア養成講座を開
催し介護予防リーダーの育成、さく
ら体操各会場への配置を調整しま
す。
地域包括支援センターを中心に、身
近な所で少人数実施できる完全自主
会場（自主グループ）立ち上げ支援
を行います。

管理会場は管理委託事業所の
リハ職が巡回し、毎月ミニ講
座を行い、参加者へ介護予
防・フレイル予防のための普
及啓発も行った。また、年に
１回体力測定を実施し、個別
に結果説明と助言を行い、参
加者の介護予防を図った。
完全自主会場については、市
内のリハ職の協力を得て各会
場を巡回し、介護予防に関す
る普及啓発と相談・助言を
行った。
また、完全自主グループが新
たに立ち上がった。

さくら体操会場数　48会場
さくら体操の延参加者数
6,255人
新規介護予防リーダー養成者
数　14人

B

目標に向けて着実に推進でき
ているが、達成したとはいえ
ないため。

管理会場においては管理委託
の通所介護事業所・地域包括
支援センターと連携し、毎月
１回ミニ講座を行うととも
に、年に１回体力測定等を行
います。また、完全自主会場
については市内のリハビリ
テーション専門職の協力を得
て、各会場を巡回し、介護予
防に関する助言・相談等行
い、参加者の介護予防を図り
ます。
介護予防ボランティア養成講
座を開催し介護予防リーダー
の育成、さくら体操各会場へ
の配置を調整します。
地域包括支援センターを中心
に、身近な所で少人数実施で
きる完全自主会場（自主グ
ループ）立ち上げ支援を行い
ます。

②

☆介護予防講座・
教室等の実施

高齢者が介護予防のための正しい知識を
得て、自分に適した方法で主体的に介護
予防・フレイル予防に取り組めるよう講
座や教室を開催し多様な方法で介護予防
を推進していきます。
また、市内には住民が自主的に体操や趣
味活動を通して介護予防等に取り組んで
いる通いの場が多くあるため、広く情報
提供等を行い支援します。

介護福祉課 高齢者が自分の状況を知り、主体的
に介護予防に取り組めるよう介護予
防講座（年３回）、介護予防教室を
開催します。
また、地域にある介護予防に関係す
る資源等の情報を広く情報提供しま
す。

介護予防講座は年３回開催
介護予防教室は、対面型とし
てシニア運動教室を年３クー
ル（１クールは１２回）開催
オンライン型としてオンライ
ン介護予防教室を年２クール
開催した。また、講座・教室
参加者には、介護予防に関係
する資源等の情報提供を行っ
た。
介護予防講座参加者数　69人
シニア運動教室参加者数　90
人
オンライン介護予防教室　31
人

A

概ね予定どおり事業実施する
ことができ、広く介護予防に
関係する資源等の情報提供が
できたため。

高齢者が介護予防・フレイル
予防に関する正しい知識情報
を知り、主体的に取り組める
よう介護予防講座を開催す
る。また、対面型の教室ニー
ズが多いことから、教室内容
等を見直し実施していく。

令和６年度

担当課事業の内容
事業名称

（★重点事業）
（☆新規事業）

番
号

・高齢者が生きがいを持ち、健康の維持・増進と、介護予防の推進を図るため、それまで培った技

能や技術を発揮し、社会のなかで役割を担いながら地域共生社会の一員として活躍ができる、健康

長寿の社会づくりを目指します。

資料２
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令和７年度

事業予定 事業実績
事業
評価

評価の理由 事業予定

令和６年度

担当課事業の内容
事業名称

（★重点事業）
（☆新規事業）

番
号

③

健康相談・指導の
継続
※他計画再掲

健康保持・増進と疾病予防のために健康
や栄養、歯と口腔に関する相談を実施す
るほか、健康づくり推進のための高齢者
の方を対象とした健康教室を開催し、健
康相談および指導の充実を図ります。

健康課 令和５年度同様に成人健康相談、栄
養個別相談、歯科健康教育・相談等
を実施するとともに、普及啓発に努
めます。
歯科健康相談のうち、「お口の乾燥
トラブル相談」については、回数を2
回から4回に増やし実施します。

市報への掲載、市のホーム
ページ、チラシの配布等で周
知を図った。歯科健康相談の
うち、「お口の乾燥トラブル
相談」については、回数を2回
から4回に増やし実施した。

A

概ね計画どおり実施すること
ができたため。

令和６年度同様に事業実施す
るとともに、普及啓発に努め
ます。

【保険年金課】
（特定健康診査）
実施期間：令和６年６月１日～令和
６年１２月３１日
特定健康診査受診者に、フォロー健
診として検査項目を上乗せして実施
する。なお、今年度から、フォロー
健診で実施する胸部レントゲンを肺
がん検診と位置付けて実施します。

（特定健康診査）
実施期間：令和６年６月１日
～令和６年１２月３１日
特定健康診査対象者:15,274人
特定健康診査受診者:6,875人
受診率(速報値):45.01％

（後期高齢者医療健康診査）
実施期間：令和6年9月15日～
令和7年1月31日
受診券発行枚数：14,229枚
受診者数：7,743人
受診率：54．4％（小数点以下
第二位四捨五入）

B

（特定健康診査）
特定健康診査の受診率は、都
及び全国と比較し高い傾向で
あるが、国の目標値（６
０％）には達していない。引
き続き、受診勧奨等を行い、
通知内容も精査していく。

（後期高齢者医療健康診査）
後期高齢者医療健康診査の受
診率は、昨年度と同様に都内
自治体中、高位であることか
ら、概ね達成したと思われ
る。

（特定健康診査）
実施期間：令和７年６月１日
～令和７年１２月３１日
特定健康診査受診者に、フォ
ロー健診として検査項目を上
乗せして実施する。

（後期高齢者医療健康診査）
実施期間：令和７年９月１５
日～令和８年１月３１日

【健康課】
令和５年度同様に事業実施するとと
もに、受診率の向上に努めます。

≪令和５年度事業実績≫
基本健診項目に上乗せして、生化学
検査、血液学検査、胸部レントゲン
検査、眼底検査等を実施した。

例年同様に、基本健診項目に
上乗せして、生化学検査、血
液学検査、胸部レントゲン検
査、眼底検査等を実施した。

A

概ね計画どおり実施すること
ができたため。

令和６年度同様に事業実施す
るとともに、受診率の向上に
努めます。

⑤

感染症の予防の推
進

新型コロナウイルス感染症や肺炎、イン
フルエンザの予防や重症化を防ぎ、高齢
者の方の健康を保持するため予防接種法
に基づくワクチン接種を推進します。

健康課 令和６年度は新型コロナウイルスワ
クチン接種の定期接種化が予定され
ているため、関係機関と調整し円滑
に実施します。

令和６年度は新型コロナウイ
ルスワクチン接種の定期接種
を開始した。そのほか、肺炎
球菌・インフルエンザ等の予
防接種法に基づくワクチン接
種を実施した。

A

概ね計画どおり実施すること
ができたため。

令和７年４月から帯状疱疹予
防接種の定期接種化が予定さ
れており、関係機関と調整
し、円滑に実施します。

⑥

健康講演会の継続
※他計画再掲

疾病予防・普及啓発を目的とし、高齢者
も含めた健康づくりの充実を図ります。

健康課 令和５年度同様に事業実施するとと
もに、普及啓発に努めます。

≪令和５年度事業実績≫
市報への掲載、市のホームページ、
チラシの配布等で周知を図った。
健康講演会を１１回実施した。

市報への掲載、市のホーム
ページ、チラシの配布等で周
知を図った。
健康講演会を１１回実施し
た。 A

令和６年度の参加者は164人で
あり、前年度と比較して32人
増加したため。（令和5年度：
132人）

令和６年度同様に事業実施す
るとともに、普及啓発に努め
ます。

④

健康診査等の継続
※他計画再掲

フレイル予防のために高齢者の健診の活
用やかかりつけ医との連携を行います。
また、寝たきり等へつながる生活習慣病
の早期発見のために引き続き特定健康診
査受診率の向上に努めます。
また、特定健康診査及び後期高齢者医療
健康診査の受診者、４０歳以上の集団健
康診査の受診者等を対象に、フォロー健
診として検査項目を上乗せして実施しま
す。

保険年金
課・健康課
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令和７年度

事業予定 事業実績
事業
評価

評価の理由 事業予定

令和６年度

担当課事業の内容
事業名称

（★重点事業）
（☆新規事業）

番
号

⑦

歯と口腔の健康の
充実
※他計画再掲

高齢者の方の「8020運動」等を推進し、
20歳から80歳の５歳刻みの市民を対象に
成人歯科健康診査を実施するとともに、
70歳・75歳・80歳を対象とした高齢者口
腔機能診査を実施することで、高齢者の
口腔内の健康増進を図ります。また、か
かりつけ歯科医の紹介を継続します。

健康課 高齢者の方の「8020運動」等を推進
し、20歳から80歳の5歳刻みの市民を
対象に成人歯科健康診査を実施しま
す。また、歯科医院にかかっていな
い方には、かかりつけ歯科医の紹介
を行います。
70歳・75歳・80歳を対象とした高齢
者口腔機能診査を実施することで、
高齢者の口腔機能等口腔内の健康増
進を図ります。
市報、ホームページ、パンフレット
等を活用して歯科保健の重要性の普
及啓発に努めます。

令和５年同様、高齢者の方の
「8020運動」等を推進し、20
歳から80歳の5歳刻みの市民を
対象に9月1日から11月30日ま
での期間に成人歯科健康診査
を実施し、また、かかりつけ
歯科医の紹介を行った。

B

成人歯科健康診査において、
65歳以上の受診者数が43人減
少したため。
R5年度＝1,902人（うち、65歳
以上　755人）
R6年度＝1,863人（うち、65歳
以上　712人）
受診率の向上が課題。

高齢者の方の「8020運動」等
を推進し、20歳から80歳の5歳
刻みの市民を対象に成人歯科
健康診査を実施します。ま
た、歯科医院にかかっていな
い方には、かかりつけ歯科医
の紹介を行います。
70歳・75歳・80歳を対象とし
た高齢者口腔機能診査を実施
することで、高齢者の口腔機
能等口腔内の健康増進を図り
ます。
市報、ホームページ、パンフ
レット等を活用して歯科保健
の重要性の普及啓発に努めま
す。

⑧

介護予防・日常生
活支援総合事業の
推進

訪問型・通所型いずれも現行相当と市基
準によるサービスを提供しています。自
立支援促進に向け、医療専門職が中心に
関わり短期集中で実施するサービス
（サービスＣ）の実施と同サービスを通
して総合事業の見直しを検討します。
また、地域包括支援センターと連携し、
介護保険サービス外の資源等も積極的に
活用した自立支援・重度化防止につなが
るケアマネジメントを推進します。

介護福祉課 医療専門職が中心に関わり短期集中
で実施するサービス（サービスＣ）
を年３回実施し、介護認定要支援者
等の介護予防を推進するとともに、
必要とする人がサービスを受けられ
るよう体制等の見直しを行います。
また、サービスＣ利用者について地
域ケア会議を実施し、多職種で検討
し介護保険サービス以外の資源も活
用した自立支援につながる意識の醸
成を図ります。

短期集中予防サービスＣ事業
を年３回実施し、21名利用し
た。また、サービスＣ利用者
について地域ケア会議を実施
し、事業終了後の生活につい
て多職種で検討し、利用者の
自立支援・重度化防止につな
げることができた。

B

概ね予定とおり事業実施する
ことができたが、利用者への
周知に課題が残るため。

令和６年度同様、年３回実施
し、介護認定要支援者等の介
護予防・自立支援を推進して
いく。また、利用対象者・関
係者に事業の意義・効果等に
ついて周知し、適切な方が利
用できるよう工夫していく。

【保険年金課】
当該事業においては、当年度から健
康状態不明者に対する指導等を実施
する予定。

（低栄養防止）
実施期間：令和６年４月１日
から令和７年３月３１日
勧奨対象者：２１４名
個別訪問：３３名 A

令和６年度から個別健康相談
を開始するに至ったため。な
お、後期高齢者医療広域連合
等との協議の上、健康状態不
明者よりも低栄養防止に係る
対策が効果的であったため、
低栄養防止を行った。

（低栄養防止）
実施期間：令和７年４月１日
から令和８年３月３１日
勧奨対象者：約２００名
（身体的フレイル予防）
実施期間：令和７年４月１日
から令和８年３月３１日
勧奨対象者：約２００名

【介護福祉課】
今年度の事業実施に向けて、保健師
が事業の企画・調整を行うととも
に、介護予防活動についても健康課
題と連動した内容を加え、一体的に
取り組める体制構築を図ります。

保健師が企画・調整として関
係機関等と連携し、低栄養予
防について実施した。また、
通いの場等での健康教育も
行った。

A

概ね予定とおり事業実施する
ことができたため。

低栄養防止に加えて新たに身
体的フレイルについての内容
も追加し実施していく。ま
た、さらなる事業の周知も
行っていく。

【健康課】
令和６年度も高齢者向けの健康教育
の啓発として、６５歳以上を対象に
「いきいき健康教室」を年２回実施
します。各回の定員を増やして実施
する予定。

高齢者向けの健康教育の啓発
として、６５歳以上を対象に
「いきいき健康教室」を予定
どおり年２回実施し、３９名
が参加した。

A

令和５年度の２４名から参加
人数は増加したため。

令和６年度同様に事業実施す
るとともに、参加者の増加に
努めます。

⑨

★高齢者の保健事
業と介護予防の一
体的実施

後期高齢者を中心とした医療保険や介護
保険のデータ等に基づき市の健康課題を
分析し、健康課題を有する高齢者に対し
医療専門職が関与する保健事業を実施し
ます。
また、通いの場等でも健康課題に応じた
内容の活動を理学療法士等の専門職を通
じて行うことにより、保健事業と介護予
防の一体的な実施を図ります。

<計画期間の目標>
高齢者の保健事業と介護予防の一体的実
施　令和６年度実施

保険年金
課・介護福
祉課・健康
課

3



令和７年度

事業予定 事業実績
事業
評価

評価の理由 事業予定

令和６年度

担当課事業の内容
事業名称

（★重点事業）
（☆新規事業）

番
号

基本施策⑵　社会参加の促進

⑩

包括連携協定締結
校等との連携によ
る活動支援の継続

包括連携協定を締結している学校・企業
と講座等連携が可能な事業等を実施して
いきます。

介護福祉課 地域の課題について、連携した事業
等の実施が可能か調整していきま
す。

市内1学校法人（連携協定前）
と介護者向け講座を3回開催し
た。

B

連携先の確保に向けて積極的
にアプローチしていく必要が
あるため。

地域の課題について、連携し
た事業等の実施が可能か調整
していきます。

⑪

★健康・スポーツ
活動の支援の継続
※他計画再掲

高齢者の健康増進及び生涯スポーツの推
進に資することを目的として、高齢者が
スポーツに親しむ機会を提供し、高齢者
の親睦や社会参加、スポーツの普及・啓
発を図ります。

<計画期間の目標>
大会参加者数　820人

生涯学習課 ５月から７月に、１５大会（開会式
含む）の開催を予定しています。

大会期間令和6年5月5日～7月3
日
大会数：14大会（開会式含
む）
参加者数：596人（開会式含
む） B

目標値に達しなかったため。
今後も適宜事業内容を見直
し、中・高齢者の健康の維
持・増進を図るため継続して
実施する。

大会期間は、令和7年5月から
７月とし、15大会（開会式含
む）の開催を予定している。

⑫

文化学習事業の継
続

各公民館において高齢者学級や各種講座
を実施するとともに、自主グループの支
援を行います。

公民館 高齢者学級（生きがい広場【本
館】、けやき学級【貫井南分館】、
シニアカレッジくりのみ【東分
館】、みどり・朴の樹学級【緑分
館】、はなみずき学級【貫井北分
館】）、介護サポーター講座【貫井
北分館】、認知症カフェ【貫井北分
館】、認知症座談会【貫井北分館】
を実施します。

高齢者学級（生きがい広場：
16回延べ343人、けやき学級：
16回延べ312人、シニアカレッ
ジ・くりのみ：15回延べ288
人、みどり・朴の樹学級：16
回延べ308回、はなみずき学
級：16回延べ382人）
介護サポーター講座：3回延べ
16人
認知症カフェ：12回延べ218人
認知症座談会：12回延べ44人

A

講座数前年度比＝100.0%
実施回数前年度比＝99.4%
延べ参加者前年度比＝116.0%

高齢者学級（生きがい広場、
けやき学級、シニアカレッジ
くりのみ、みどり・朴の樹学
級、はなみずき学級）
介護サポーター講座
認知症カフェ
認知症座談会

⑬

敬老行事等の継続 老人福祉法の基本理念に沿うよう、高齢
者の長寿をお祝いすると共に、楽しいひ
と時を過ごしていただくための、敬老行
事を実施します。
また、99歳、100歳の方に対する高齢者
記念品の贈呈を行います。

介護福祉課 （シニア元気フェスタ）
ひとときの楽しい時間を過ごしても
らうため、小金井 宮地楽器ホールを
会場として、シニア元気フェスタを
開催します。
式典の他、演芸を実施予定。
午前午後の2部制、事前申込、抽選の
方式で実施します。

（高齢者記念品）
99、100歳の高齢者に対し、長寿のお
祝いとして、記念品を贈呈します。

（シニア元気フェスタ）
9/14に小金井 宮地楽器ホール
を会場として実施。人気歌謡
歌手等による演芸等を開催し
好評を博し、長寿のお祝いに
相応しい会となった。
　来場者は953人。

（高齢者記念品）
99、100歳の高齢者に対し、長
寿のお祝いとして、商品券を
贈呈。
100歳の高齢者のうち１人に対
し、市長による自宅訪問を実
施した。

A

長年に渡り、社会に貢献した
高齢者の長寿をお祝いする目
的で事業を実施しており、高
齢者から好評を博し、老人福
祉増進に資する取組となって
いる。
また、介護福祉課の他、経済
課及び消防署に協力をいただ
き各種事業のリーフレット等
を配布しており、各種事業の
案内など、市及び消防署の施
策周知に対して一定の効果が
あったものと考えている。

（シニア元気フェスタ）
小金井 宮地楽器ホールを会場
として、シニア元気フェスタ
を開催する。
式典の他、演芸を実施予定。
午前午後の2部制、事前申込、
抽選の方式で実施する。

（高齢者記念品）
99、100歳の高齢者に対し、長
寿のお祝いとして、記念品を
贈呈する。
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令和７年度

事業予定 事業実績
事業
評価

評価の理由 事業予定

令和６年度

担当課事業の内容
事業名称

（★重点事業）
（☆新規事業）

番
号

⑭

おとしより入浴事
業の継続

高齢者の憩いの場の提供及び健康の保持
を目的とし、浴場組合が実施する無料入
浴事業に対し補助を行い、65歳以上の高
齢者と小学生以下の児童を対象に無料入
浴の日を設け、世代を越えた交流の場を
作ります。

介護福祉課 年7回の無料入浴デーとして、菖蒲湯
（5月）、薬湯（8月）、敬老湯（9
月）、銭湯祭り（10月）、柚子湯
（12月）、朝湯（1月）、レモン湯
（2月）を実施し、事業に係る経費を
補助します。

年7回の無料入浴事業を実施。
高齢者と子ども及び高齢者間
の交流促進の場を提供するこ
とができた。
（令和６年度実績）
無料入浴日数：7日
利用者数：高齢者592人、小学
生以下123人　合計715人

A

多数の市民が訪れ、世代間交
流を図ることができたため。

年7回の無料入浴デーとして、
菖蒲湯（5月）、薬湯（8
月）、敬老湯（9月）、銭湯祭
り（10月）、柚子湯（12
月）、朝湯（1月）、レモン湯
（2月）を実施し、事業に係る
経費を補助する。
また、広報を通じて事業の啓
発に努め、利用の促進を図
る。

⑮

高齢者いきいき活
動事業の継続

高齢者いきいき活動推進員が中心とな
り、趣味、体操等、健康増進活動及びそ
の他生きがい活動の講座を開催します。
また、利用促進に向け、広報等の充実を
図ります。

介護福祉課 趣味、体操等、健康増進活動及びそ
の他生きがい活動の講座を開催しま
す。
委託先の社会福祉協議会と連携し、
広報等の充実にも取り組みます。

（令和６年度実績）
講座（59回）
受講者数（286人）
募集人数（273人）

参加率105パーセント
A

受講内容の充実をはかり、高
齢者の生きがいの活動の支援
に努めたことにより、募集人
数を上回る受講者にご参加い
ただくことができたため。

引き続き講座内容や講座規模
を工夫しつつ、趣味、体操、
健康増進活動、各種講座等の
高齢者の生きがい活動を推進
すため事業を実施する。
委託先の社会福祉協議会と連
携し、広報等の充実にも取り
組む。

⑯

老人クラブ活動支
援と活動場所の支
援の継続

高齢者の生活を健全で豊かなものにし、
高齢者の福祉の増進に資することを目的
に、老人クラブ及び老人クラブ連合会に
対して補助金を交付し、活動を支援しま
す。
また、老人クラブや高齢者グループ等の
定期的な地域活動及び健康増進を目的と
する活動の会場として「高齢者いこいの
部屋」の利用を支援します。

介護福祉課 老人クラブ及び老人クラブ連合会が
行う、社会奉仕活動、健康を進める
事業及び生きがいを高める活動等を
支援するため、補助金を交付しま
す。
また、老人クラブや高齢者グループ
等の定期的な地域活動及び健康増進
を目的とする活動の会場として「高
齢者いこいの部屋」を運営します。

(老人クラブ)
連合会補助金3,540,000円
老人クラブ（単位クラブ）補
助金4,281,300円

（高齢者いこいの部屋）
市内老人クラブ８団体、その
他２６団体に活動会場の提供
を行った。

A

事業を継続運営することによ
りある程度、高齢者の活躍の
場の提供に寄与することがで
きた。

引き続き老人クラブ及び老人
クラブ連合会が行う、社会奉
仕活動、健康を進める事業及
び生きがいを高める活動等を
支援するため、補助金を交付
する。
また、老人クラブや高齢者グ
ループ等の定期的な地域活動
及び健康増進を目的とする活
動の会場として「高齢者いこ
いの部屋」を運営する。

⑰

高齢者（いきい
き）農園の継続
※他計画再掲

農地所有者の方の協力を得て、60歳以上
で耕作地を持たない高齢者の方に対し、
高齢者（いきいき）農園事業を継続しな
がら、野菜や草花等の栽培・収穫を通じ
て高齢者の方の健康促進と仲間づくりを
図ります。

経済課 利用期間満了を迎えるため、2年に1
度の利用者募集を実施する。
・東町二丁目高齢者農園
（60区画）
・中町二丁目高齢者農園
（35区画）

農地所有者協力のもと、高齢
者農園事業を継続実施。令和
７年３月に前利用者の使用期
間満了に伴い、新規利用者の
募集を行った。

東町二丁目高齢者農園　60区
画
中町二丁目高齢者農園　35区
画

A

高齢者農園の利用希望者は多
く、令和6年度は応募者が区画
数を上回ったため抽選となっ
た。このようなことから高齢
者農園がコミュニティの形成
と健康促進の役割を果たして
いると評価できる。
東町二丁目高齢者農園 応募倍
率1.38倍
中町二丁目高齢者農園 応募倍
率2.97倍

農地所有者の協力のもと、引
き続き事業を行っていく。
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令和７年度

事業予定 事業実績
事業
評価

評価の理由 事業予定

令和６年度

担当課事業の内容
事業名称

（★重点事業）
（☆新規事業）

番
号

⑱

★地域の居場所に
対する支援の推進

生活支援コーディネーターを中心に、地
域包括支援センターや社会福祉協議会な
どの関係機関と連携し、また、認知症カ
フェについては認知症地域支援推進員と
協力しながら、居場所の立ち上げや活動
継続に対して支援します。立ち上げに対
しては活用可能な場所や類似の居場所に
関する情報提供等を、活動継続に対して
は市内の居場所の情報をまとめた冊子と
圏域ごとに情報を地図に落とし込んだ
マップを交互に作成するとともに、情報
を市ホームページにも掲載し、また、市
民向け事業等あらゆる機会を通じて地域
の居場所の周知の充実に取り組みます。
高齢者や関係者に周知を行うとともに居
場所間の交流活動への活用を図ります。

<計画期間の目標>
市内の居場所の情報をまとめた冊子への
掲載居場所数　185か所

介護福祉課 第２層生活支援コーディネーターを
中心に通いの場等の活動状況等の把
握を行い、居場所（通いの場）の再
開、活動継続に向け支援します。

「地域とつながる応援マップ」の周
知や実際の活用等について意見を集
め、より良い活用につながるよう検
討します。

第２層生活支援コーディネー
ターを中心に、第２層協議体
を開催し、通いの場の活動を
継続できる方法等について、
住民主体で決めていく支援を
行った。
地域の通いの場の紹介を、お
元気サミットにて、活動者か
ら発表してもらい、周知に努
めた。
地域の居場所をまとめた「地
域とつながる応援マップ」を
作成し、様々な機会を通じて
周知を行った。

掲載居場所数　　186か所

A

お元気サミットでの発表の場
では100人を超える来場があ
り、満足度も高いアンケート
結果であったため。
地域の居場所掲載数が186か所
に更新されたため。

引き続き、第２層生活支援
コーディネーターを中心に居
場所の活動継続に向け支援し
ていく。
「地域とつながる応援ブッ
ク」等を活用し、様々な機会
を通じて、地域の居場所の周
知を行っていく。

基本施策⑶　高齢者の就労支援

⑲

★シルバー人材セ
ンターへの支援の
継続

高齢者の就業の場の提供や、社会参加等
を提供するシルバー人材センターに対
し、設立目的が達成されるよう、継続的
に補助金の交付を行います。
また、各種事業に係る広報を支援し、会
員に対する就業の場を提供できるよう支
援を行います。

<計画期間の目標>
東京都シルバー人材センター事業補助金
交付要綱に定める公益目的事業費のラン
ク格付Ａ

介護福祉課 高齢者の就業の場の提供や、社会参
加等を提供するシルバー人材セン
ターに対し、設立目的が達成される
よう、継続的に補助金の交付を行い
ます。
また、各種事業に係る広報を支援
し、会員に対する就業の場を提供で
きるよう支援を行います。

補助金を交付することで、働
く意欲を持った健康な高齢者
について、能力や知識・経験
を活かした就労の場を確保
し、社会参加の促進を支援し
た。

令和６年度補助金決定額
50,906,000円

A

東京都シルバー人材センター
事業補助金交付要綱に定める
公益目的事業費のランク格付
Ａとなったため。
また、補助金の交付を行うこ
とで、当該法人が安定して事
業を運営できる環境を支援
し、結果として、高齢者の就
労の場確保と事業の拡充支援
を図ることができた。

高齢者の就業の場の提供や、
社会参加等を提供するシル
バー人材センターに対し、設
立目的が達成されるよう、継
続的に補助金の交付を行うほ
か、会員増強の促進や就業率
の向上を目指し、事業内容の
広報支援を行う。

⑳

「こがねい仕事
ネット」における
就労支援の継続

市が運営する就労支援サイト「こがねい
仕事ネット」において、就労等に関する
情報提供やセミナー等の情報提供を積極
的に行い、高齢者の方を含めた就労支援
を行います。

経済課 就労支援サイト「こがねい仕事ネッ
ト」に、高齢者向けの就労支援セミ
ナーや就職面接会等、就労等に関す
る情報を掲載します。

高齢者向け就労支援セミナー
掲載件数：２６件
高齢者向け面接会掲載件数：
２１件 A

就労支援サイト「こがねい仕
事ネット」に各種セミナー、
イベントの情報を掲載し、継
続して高齢者向けの就労支援
情報を周知することができ
た。

就労支援サイト「こがねい仕
事ネット」に、高齢者向けの
就労支援セミナーや就職面接
会等、就労等に関する情報を
掲載する。
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　第９期介護保険・高齢者保健福祉総合事業計画　高齢者保健福祉施策に関する事業進捗状況評価表

基本目標２　地域で自立して暮らし続ける仕組みづくり ※ 「事業評価」の評価基準

　　　Ａ…　ほぼ事業内容を達成した。
　　　Ｂ…　改善、検討を要する点はあるが、事業内容をある程度達成した。
　　　Ｃ…　事業内容を達成したとは言えず、現状について大きな課題がある。
　　　Ｄ…　未実施

令和７年度

事業予定 事業実績
事業
評価

評価の理由 事業予定

基本施策⑴　在宅生活支援の充実

①

介護保険サービス
の利用支援の継続

介護サービスを必要とする方が、必要な
サービスを利用できるよう、本人やその
家族の方に対する情報提供・相談支援を
充実します。引き続き、制度改正に則し
た介護保険パンフレットの配布やホーム
ページでの周知等を行い、制度の理解を
深めるための情報提供に努めます。ま
た、利用者及び介護者のみならず、広く
市民に対しても、介護保険制度を正しく
理解していただくような情報提供に努め
るとともに、地域において高齢者やその
家族の方に対する総合的な相談・支援を
行う窓口である地域包括支援センターの
周知を図ります。

介護福祉課 <給付担当>
市民や利用者に対して、介護保険の
概要を記載した冊子や、市内の事業
所一覧等を市の窓口や市内地域包括
支援センターで配布するほか、市
ホームページの充実を図ることで、
介護保険サービスの利用について周
知します。また、事業所に対して、
適切に事業運営を継続するための情
報提供や補助金交付を行います。
<包括支援係>
地域において高齢者やその家族の方
に対する総合的な相談・支援を行う
窓口である地域包括支援センターに
ついて、ＳＮＳも活用した周知を図
ります。

<給付担当>
介護保険制度について、各種
冊子（介護保険パンフレッ
ト、介護保険改正点のお知ら
せ、介護保険サービスの正し
い使い方）の発行や、ホーム
ページの充実（事業所一覧の
拡充等）により、更なる周知
を図った。また、事業所に対
して、物価高騰対策に係る補
助金の交付を実施した。
<包括支援係>
市報にて、高齢者の相談窓口
である地域包括支援センター
の周知を行った。
また、各地域包括支援セン
ターが公式LINEを活用し、情
報提供を行った。

A

<給付担当>
制度周知や補助金交付の取組
により、市民及び事業所の利
用支援を実施できたため。
<包括支援係>
様々な機会を活用し、地域包
括支援センターの周知を行う
ことができたため。

<給付担当>
市民や利用者に対して、介護
保険の概要を記載した冊子
や、市内の事業所一覧等を市
の窓口や市内地域包括支援セ
ンターで配布するほか、市
ホームページの充実を図るこ
とで、介護保険サービスの利
用について周知します。
<包括支援係>
地域において高齢者やその家
族の方に対する総合的な相
談・支援を行う窓口である地
域包括支援センターについ
て、ＳＮＳも活用した周知を
図ります。

②

★生活支援に資す
る高齢者福祉サー
ビスの継続

おむつ給付、寝具乾燥、配食及び日常生
活用具の給付並びに大掃除等の生活援助
の各種生活支援に関する事業を実施しま
す。
特にニーズの高い配食に関しては、多様
なメニューや介護食への対応等、より安
定した事業運営が図れる方法へ移行しま
す。

<計画期間の目標>
民間配食事業者への委託　令和８年度実
施

介護福祉課 おむつ給付、寝具乾燥、配食及び日
常生活用具の給付並びに大掃除等の
生活援助の各種生活支援に関する事
業を実施します。
配食に関しては、多様なメニューや
介護食への対応等、より安定した事
業運営が図れる方法の検討を行いま
す。

おむつ登録者数：50件
寝具乾燥登録者数：117件
日常生活用具給付：33件
大掃除等：43件

配食に関しては、多様なメ
ニューや介護食への対応等、
より安定した事業運営を図る
べく、民間配食事業者への委
託を導入するべく、制度設計
等の準備を行った。

A

在宅支援に関する必要なサー
ビスの提供に努めており、必
要な方々に給付ができている
と考えている。
また、民間配食事業者への委
託については、令和８年度か
らの実施に向けての必要な準
備を着実に進めている。

おむつ給付、寝具乾燥、配食
及び日常生活用具の給付並び
に大掃除等の生活援助の各種
生活支援に関する事業を実施
します。
配食に関しては、既存の配食
サービスに加えて、民間配食
事業者への委託を試験的に実
施するとともに、既存配食
サービス利用者の新サービス
への移行準備を行います。

令和６年度
番
号

事業名称
（★重点事業）
（☆新規事業）

事業の内容 担当課

・高齢者が住み慣れた地域のなかで、自立して安心した暮らしを続けることができるよう、介護保

険以外の福祉サービスを含めて包括的に支援するとともに、認知症高齢者等への総合的な支援、在

宅医療と介護との連携、相談体制の充実等を進めます。

・特に、認知症施策に関しては、今後も認知症高齢者の増加が見込まれる中で、認知症になっても
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令和７年度

事業予定 事業実績
事業
評価

評価の理由 事業予定

令和６年度
番
号

事業名称
（★重点事業）
（☆新規事業）

事業の内容 担当課

【交通対策課】
　市内の公共交通のあり方を示すた
め、令和７年３月の地域公共交通計
画策定に向け計画的に実施します。
　ＣｏＣｏバスの運行状況について
定期的な評価を行い持続可能な運行
を目指すため、令和６～７年度にか
けて基準を検討します。

　地域公共交通計画につい
て、協議会を４回、地域懇談
会を２回及びオープンハウス
を１回開催し、パブリックコ
メントを経て３月に策定し
た。
　ＣｏＣｏバスだよりを５回
（５号～９号）発行しＣｏＣ
ｏバスや路線バスの利用促進
に努めた。
　再編後のＣｏＣｏバスの運
行状況等を随時協議会に報告
した。

A

　計画策定について予定通り
に取り組めた。
　高齢者にも分かりやすいよ
う、ＣｏＣｏバスだよりを年
度内に５回発行。車内や回数
券販売店等で配布した。
　ＣｏＣｏバス再編後の利用
者数や運賃収入の動向につい
て分析したが、65歳以上の高
齢者割引については高齢者専
用回数券の利用が多く見ら
れ、問合せもほとんどなく、
制度の周知は行き渡っている
と思われる。

　地域公共交通計画（令和７
年度～令和１４年度）の着実
な推進に努める。
　また、全国的に深刻となっ
ている運転士不足を理由とし
た交通ネットワーク再編事業
について、令和６年度末から
取り組んでおり、引き続き検
討を重ねて市内の路線バス・
ＣｏＣｏバスの適切な運用及
び効率化を図る。
　

【自立生活支援課】
引き続き、多摩地域福祉有償運送運
営協議会へ加盟することによって他
市における福祉有償運送の情報を市
内事業所へ提供すると共に補助金を
交付し、運営を支援します。

多摩地域福祉有償運送運営協
議会に加盟するとともに、補
助金を交付し、運営を支援し
た。

A

予定どおり実施できたため。 引き続き、多摩地域福祉有償
運送運営協議会へ加盟するこ
とによって他市における福祉
有償運送の情報を市内事業所
へ提供し、運営を支援しま
す。

④

★地域包括支援セ
ンターの機能強化
（充実）

地域包括ケアシステムにおける中核的な
機関として、医療、介護、介護予防、住
まい、生活支援を包括的に提供できる体
制の構築のため関係機関と連携して関連
事業を推進します。
高齢者が住み慣れた地域で安心した生活
を送ることができるよう、生活に関する
身近な相談先として地域包括支援セン
ターの更なる周知を行います。
事業の評価については、国が実施するセ
ンターの事業評価を通じた機能強化に関
する調査結果を活用します。事業評価の
向上に向け、適宜センター管理者と打ち
合わせを行い、全体の機能強化が図れる
よう事業計画の策定等を行います。

<計画期間の目標>
⑴地域包括支援センターの事業評価を通
じた機能強化に関する調査結果　事業評
価結果の向上（前年度比）
⑵地域包括支援センター認知度　65.0％

介護福祉課 市と地域包括支援センターの管理者
で２か月に１度打合せを行い、各地
域包括支援センターで課題となって
いることのすり合わせや情報共有に
より業務調整等を図り、センターの
業務負担軽減となるよう努めます。
また、センターの適切な運営のため
人員増加等の措置について必要な支
援を行います。
市報・ホームページ・公式ＬＩＮ
Ｅ・介護福祉課で開催する教室講座
等を通じて、引き続き高齢者の身近
な相談先として地域包括支援セン
ターの周知を行います。

地域包括支援センター人員増
に向けた支援を行った。
市と地域包括支援センターの
管理者が定期的に打ち合わせ
を行い、課題となっているこ
とのすり合わせや情報共有に
より業務調整を図り、セン
ターの業務負担軽減となるよ
う努めた。
また、介護福祉課で開催する
講座をはじめ、様々な機会を
通じて地域包括支援センター
の周知を行った。 B

地域包括支援センターの事業
評価結果が向上しており、概
ね予定どおり実施できたた
め。
地域包括支援センターの適切
な運営と業務負担軽に委向け
て、引き続き支援を行ってい
く必要がある。

引き続き市と地域包括支援セ
ンターの管理者で定期的に打
ち合わせを行い、業務調整を
図り、機能強化が図れるよう
努める。

③

高齢者等の移動・
移送手段の確保の
継続
※他計画再掲

主に鉄道駅及び路線バスのバス停から一
定距離がある公共交通不便地域において
ＣｏＣｏバスを運行し、高齢者の方の通
院等の際の移動を支援します。また、福
祉有償運送等の移送サービスを実施して
いるＮＰＯ法人等の支援をします。

交通対策
課・自立生
活支援課
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令和７年度

事業予定 事業実績
事業
評価

評価の理由 事業予定

令和６年度
番
号

事業名称
（★重点事業）
（☆新規事業）

事業の内容 担当課

⑤

自立支援住宅改修
給付及び相談事業
の継続

住宅改修について、介護保険の住宅改修
事業と自立支援住宅改修給付事業（介護
保険外）の連携を図り、在宅高齢者の住
宅環境の整備を支援します。
住宅改修を実施する者及び業者に対する
適切な情報提供を行うことで、使いやす
い制度となるよう、広報、ホームページ
の改善を行います。
また、適切な住宅改修ができるよう、一
級建築士等が訪問や面接等により、住宅
改修の相談・助言を行います。

介護福祉課 自立支援住宅改修給付事業及び住宅
改修相談事業を実施します。
自立支援住宅改修給付事業について
は、住宅改修を実施する者及び業者
に対する適切な情報提供の方法につ
いて検討し、ホームページの改善を
行います。
住宅改修相談事業については、実施
地以外の圏域に属する地域包括支援
センターへの出張相談を実施するな
ど、利便性の向上に努めます。

（自立支援住宅改修給付事
業）
合計13件（予防給付：手すり
取付け4件、設備給付：浴槽の
取替え8件、流し・洗面台の取
替え1件）

（住宅改修相談事業）
実施地以外の圏域に属する地
域包括支援センターへの出張
相談を実施し、利便性の向上
に努めた。

A

高齢者福祉のしおり等をはじ
めとした各媒体での周知を
行った他、ホームページ掲載
内容の見直しを行った。当該
事業の他に、介護保険の住宅
改修制度を単独または併用し
て利用する方も大勢おり、必
要な方々に給付ができている
と考えている。

引き続き自立支援住宅改修給
付事業及び住宅改修相談事業
を実施する。
自立支援住宅改修給付事業に
ついては、住宅改修を実施す
る者及び業者に対する適切な
情報提供のため、普及啓発に
努める。

⑥

家具転倒防止器具
等取付の継続

６５歳以上のひとり暮らし高齢者の方ま
たは高齢者の方のみの世帯の家屋に、家
具転倒防止器具を取り付け、災害時の防
災・減災対策を支援します。

介護福祉課 65歳以上のひとり暮らし高齢者の方
または高齢者のみ世帯に対して、家
具転倒防止器具取付事業を実施しま
す。広報の一環として、各種イベン
ト等においてチラシを配布するな
ど、普及啓発に努めます。

家具転倒防止器具取付件数17
件

A

令和６年度は、地震に対する
備えを講ずる高齢者世帯が多
く、家具転倒防止器具の取り
付け希望が増加したため、昨
年度と比較すると増加の取り
付け状況になっている。

引き続き65歳以上のひとり暮
らし高齢者の方または高齢者
のみ世帯に対して、家具転倒
防止器具取付事業を実施す
る。また、広報の一環とし
て、各種イベント等において
チラシを配布するなど、普及
啓発に努める。

⑦

☆補聴器購入費助
成事業の実施

聴力機能の低下に伴い周囲と円滑なコ
ミュニケーションを図ることが難しい高
齢者に対して補聴器の購入に要する費用
の一部を助成することにより、高齢者の
積極的な社会参加及び地域交流を促すこ
とを支援します。

介護福祉課 加齢性中等度難聴高齢者に対して、
補聴器の購入に要する費用の一部を
助成します。

補聴器助成件数：67件

A

補聴器の購入に要する費用へ
の助成により、聴力低下に伴
い周囲と円滑なコミュニケー
ションを図ることが難しい高
齢者に対する支援を実施し
た。

加齢性中等度難聴高齢者に対
して、補聴器の購入に要する
費用の一部を助成する。

⑧

☆高齢者訪問理
容・美容事業の実
施

身体的状況により、自身で理容店・美容
店に出向くことが難しい高齢者に対し
て、自宅で調髪を行う事業を実施しま
す。

介護福祉課 市の総合的な判断により、令和6年度
の予算化（事業の実施）は見送るこ
ととなった。引き続き、他市実施状
況等を参考に、実施に向けた調査・
検討を進めていきます。

未実施である。

D

未実施のため 市の総合的な判断により、令
和7年度の予算化（事業の実
施）は見送ることとなった。
引き続き、他市実施状況等を
参考に、実施に向けた調査・
検討を進めていく。
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令和７年度

事業予定 事業実績
事業
評価

評価の理由 事業予定

令和６年度
番
号

事業名称
（★重点事業）
（☆新規事業）

事業の内容 担当課

⑨

高齢者住宅の管
理・運営及び公営
住宅等の情報提供
の継続
※他計画再掲

現在、借り上げを行っている高齢者住宅
については、引き続き適切な管理・運営
を行うとともに、借り上げ期間が満了す
る高齢者住宅については、入居者が困窮
しないよう住宅の確保に努めます。ま
た、都営住宅等の情報を適切に提供して
いきます。

まちづくり
推進課

現在、借り上げを行っている高齢者
住宅について、引き続き適切な管
理・運営を行うとともに、借り上げ
期間が満了する高齢者住宅について
は、入居者の方が困窮しないように
住宅の確保に努めます。

・民間住宅、ＵＲ住宅を借上
げ、5箇所146戸を管理
・グリーンタウン、ほかの高
齢者住宅の管理人による安否
確認等を実施
・住宅設備として、冷房、暖
房便座、手すりの設置

A

管理人、委託事業者による安
否確認を継続して行う等、適
正な管理・運営を実施してい
る。

現在、借り上げを行っている
高齢者住宅について、引き続
き適切な管理・運営を行うと
ともに、借り上げ期間が満了
する高齢者住宅については、
入居者の方が困窮しないよう
に住宅の確保に努める。

【まちづくり推進課】
都のサービス付き高齢者向け住宅整
備事業において、依頼に応じて、市
基準との照合を行います。

都のサービス付き高齢者住宅
の市区町村関与手続きの依頼
はなし。
ただし、令和４年度において
行った関与手続きにより、令
和６年４月にサービス付き高
齢者向け住宅が開設された。 A

令和６年度における都のサー
ビス付き高齢者向け住宅整備
事業の市区町村関与手続きの
依頼はなかったものの、令和
４年度に実施したことで令和
６年度新規開設にいたった。
また、サービス付き高齢者住
宅の国・都の補助に関する基
準を整備し、ホームページで
周知している。

都のサービス付き高齢者向け
住宅整備事業において、市区
町村関与手続きを行う。

【介護福祉課】
令和６年４月にサービス付き高齢者
向け住宅を開設するとともに、引き
続き居住系・宿泊系の地域密着型
サービスの空き状況を公表して利用
を促進します。

令和６年４月にサービス付き
高齢者向け住宅を開設した。
また、介護保険の案内冊子や
ホームぺージを活用し、居住
系・宿泊系の地域密着型サー
ビスについて空き状況を含め
た制度周知を実施した。

A

サービス付き高齢者向け住宅
を新規開設したほか、一定の
制度周知を実施できたため。

居住系・宿泊系サービスにつ
いて、地域密着型サービスの
空き状況を公表するほか、介
護保険の案内冊子やホーム
ページを活用して周知し、利
用を促進します。

⑪

☆市民ニーズを踏
まえた地域密着型
サービス事業所整
備の実施

夜間の介護サービスや24時間365日の在
宅生活の支援を充実することで、自宅で
の生活を継続しながら安心して介護が受
けられるよう、地域密着型サービス事業
所（夜間対応型訪問介護、定期巡回・随
時対応型訪問介護看護等）を検討・整備
します。

介護福祉課 令和６年５月に定期巡回・随時対応
型訪問介護看護事業所（夜間も含め
た２４時間対応の訪問介護・訪問看
護）を開設するとともに、運営法人
やケアマネジャーと連携して利用者
の円滑な利用を促進します。

令和６年５月に定期巡回・随
時対応型訪問介護看護事業所
を開設した。開設後はケアマ
ネジャーへ周知したほか、冊
子（介護保険サービスの正し
い使い方）においてサービス
の概要を掲載し、市民への周
知を行った。

A

計画どおり開設に至ったほ
か、開設後においても特段問
題なく運営できていることを
確認している。
また、一定の制度周知を実施
できたため。

定期巡回・随時対応型訪問介
護看護事業所（夜間も含めた
２４時間対応の訪問介護・訪
問看護）について、運営法人
やケアマネジャーと連携して
利用者の円滑な利用を促進し
ます。

⑩

高齢者の新たな住
まいと住まい方
（継続）

高齢社会の進展と併せ、ニーズが高まる
高齢者の方の新たな住まいと住まい方に
ついて、サービス付き高齢者向け住宅等
も含めて検討を進めます。また、介護保
険を適用できる居住系・宿泊系サービス
のうち、地域密着型サービスについて更
なる制度周知や空き状況の公表等の取り
組みを進めます。

まちづくり
推進課・介
護福祉課
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令和７年度

事業予定 事業実績
事業
評価

評価の理由 事業予定

令和６年度
番
号

事業名称
（★重点事業）
（☆新規事業）

事業の内容 担当課

⑫

介護者の負担軽減
の推進

高齢者や認知症の方を介護する家族の方
を対象に、相談、介護教室、交流会等の
機会を通して、介護による身体的・精神
的負担の軽減を図ります。交流会等につ
いては、性別・年代を問わず参加できる
ようなテーマ設定を図るなど、幅広く参
加を促せるよう努めます。
認知症の方と家族の方に対しては希望す
る在宅生活を継続できるよう、一体的支
援事業を実施します。
また、緊急を要する理由で介護者が介護
できない時に、介護が必要な方を一時的
に施設で介護します。

介護福祉課 高齢者を介護するご家族の方を対象
に、在宅における介護の知識、介護
技術等の向上に資する内容の教室を
４回実施します。
介護者同士で情報交換ができる場を
提供し、介護者が孤立することなく
住み慣れた地域で介護が続けられる
よう家族介護継続支援事業を３事業
所に委託し実施します。
また、介護者が急病、事故、災害又
は葬儀等の社会的理由により、その
家庭において当該高齢者を介護でき
ないため、特別養護老人ホーム等に
緊急かつ一時的に入所させる事業を
実施します。

介護に関する相談を随時地域
包括支援センター及び包括支
援係で受け付けた。また、要
介護高齢者を介護する家族等
を対象に、家族介護教室を４
回開催し、２５人が参加し
た。
また、認知症高齢者を介護す
る家族の方を対象に、家族介
護継続教室を２３回開催し、
延べ１２９人が参加した。
　介護者等の都合により特別
短期生活介護事業（緊急
ショートステイ）が必要な方
について、地域の介護支援専
門員等からの相談により、利
用の調整等行った。
利用２０件

B

定期的な周知活動に加え、更
なる参加促進について取組を
検討する。

特別短期生活介護事業につい
ては概ね緊急性のある相談に
対して速やかな対応と、適切
な施設への案内を行うことが
できたため。

高齢者を介護するご家族の方
を対象に、在宅における介護
の知識、介護技術等の向上に
資する内容の教室を４回実施
します。
介護者同士で情報交換ができ
る場を提供し、介護者が孤立
することなく住み慣れた地域
で介護が続けられるよう家族
介護継続支援事業を事業所に
委託し実施します。

引き続き緊急を要する理由で
介護者が介護できない時に、
介護が必要な方を一時的に施
設で介護する事業を継続する
とともに、必要とする方が利
用できるよう、介護支援専門
員等と事業について共有を行
う。また、近年事業利用につ
いての相談が増えているた
め、受け入れ施設の増加につ
いても調整を行っていく。

基本施策⑵　認知症施策の更なる推進

⑬

★認知症の理解促
進（推進）

認知症の方ができる限り地域のよい環境
で自分らしく暮らし続けることができる
よう、市民向けの認知症講座の実施や、
小中学生への認知症サポーター養成講座
である「キッズ認サポ」等を通じて多世
代へ認知症に関する普及啓発を図りま
す。
また、既存の催し等を活用した、認知症
の理解促進に係る講演会等による普及啓
発も行います。
併せて、若年性認知症の方やその家族の
方を支援するため、理解促進に努めると
ともに、相談窓口等の広報を実施しま
す。

介護福祉課 小中学生への認知症サポーター養成
講座である「キッズ認サポ」等を通
じて多世代へ認知症に関する普及啓
発を実施します。
また、市民だけではなく市内企業等
の従業員に対しても講座を実施しま
す。
また、ステップアップ講座を１回以
上開催するとともに、受講後の受講
者活用に向けた検討を行います。
若年性認知症の相談窓口の広報を市
ホームページ等にて行います。

認知症サポーター養成講座
は、市内小中学校への講座を
継続実施できた。
累計養成者数　10,112人
全受講者８２４人（小学校４
校４９３人、中学校１校１４
１人、企業１３人、その他
（一般市民等）１７７人）

また、ステップアップ講座を
開催し、22人が受講、チーム
オレンジへの参加を促した。

A

認知症サポーターの累計養成
者数は達成している。
引き続き高齢者の介護を担う
世代へ向けての周知を図る。

令和7年度においても同様に各
包括支援センター等の運営に
より小中学生を含む若年層な
どあるゆる年齢階層に対して
認知症の理解度の向上に資す
る研修会を実施します。
また、関係機関との連携をよ
り深め、若年層等への幅広い
周知及び講座を実施します。

⑭

認知症の相談・支
援体制の充実

医療機関や介護サービス及び地域の支援
機関の間の連携を図るための支援、認知
症の方やその家族の方を支援する相談業
務、社会参加活動のための体制整備等を
行うため、認知症地域支援推進員を配置
し、地域における支援体制の構築と認知
症ケアの向上を図ります。

介護福祉課 認知症検診の受診票にケアパスを同
封するとともに、各地域包括支援セ
ンターに認知症地域支援推進員を配
置し、市と推進員とで月に１回認知
症関連事業に関する協議を行いま
す。

各地域包括支援センターに配
置した認知症地域支援推進員
と月に１回認知症関連事業に
関する協議を行った。
また、認知症検診の受診票に
ケアパスを同封し、窓口を含
め認知症に関する普及啓発を
図った。

B

更なる支援体制の充実と認知
症ケアの向上を目指すため。

認知症検診の受診票にケアパ
スを同封するとともに、各地
域包括支援センターに認知症
地域支援推進員を配置し、市
と推進員とで月に１回認知症
関連事業に関する協議を行い
ます。
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令和７年度

事業予定 事業実績
事業
評価

評価の理由 事業予定

令和６年度
番
号

事業名称
（★重点事業）
（☆新規事業）

事業の内容 担当課

⑮

認知症連携会議の
継続

医療・介護関係者による事例検討、研修
等の機会を設け、認知症ケアの向上を図
ります。

介護福祉課 事例検討等を交えた多職種の連携強
化を図る研修等を実施します。

医師会と連携し、事例検討等
を交えた多職種の連携強化を
図る認知症連携会議を実施
し、３０人が参加した。

B

認知症連携会議を実施し、認
知症初期集中支援事業や多職
種連携に関する事例検討を
行った。

事例検討等を交えた多職種の
連携強化を図る研修等を実施
します。

⑯

認知症の早期診
断・早期対応の充
実

認知症が疑われるものの、医療・介護等
の安定的な支援を受けていない方に対
し、認知症サポート医が含まれることを
特徴としたチームで訪問を行う認知症初
期集中支援事業を実施します。
本人や家族等が気軽に早期発見等につな
げられるように、パソコン等から簡単に
認知症のチェックを行える「認知症
チェックサイト」の普及啓発を図りま
す。

介護福祉課 認知症に関する正しい知識の普及啓
発を進めるとともに、ＭＣＩを含め
た早期発見・早期対応を図るため、
認知症検診事業を実施します。
認知症が疑われるものの医療につな
がらない方へ医師等を派遣する認知
症初期集中支援事業を実施します。
また、今年度から都事業として、地
域包括支援センターと連携して活動
ができる認知症サポート医を「オレ
ンジドクター」と認定し周知する事
業が始まったため、オレンジドク
ターとの連携を通じて、認知症対応
力の向上を図ります。
さらに、市ホームページ等に「自分
でできる認知症の気づきチェックリ
スト」、「認知症簡易チェックサイ
ト」を掲載し、普及啓発を図りま
す。

認知症が疑われるものの医療
等の支援を受けていない市民
３人に対し、専門職による
チームで訪問し、支援を行っ
た。
また、認知症検診事業を実施
し、市ホームページにて認知
症簡易チェックサイトについ
て掲載し認知症の早期発見、
普及啓発に努めた。

B

初期集中支援事業及び認知症
検診事業を実施することで医
療・介護サービスにつなぐこ
とができた。
認知症検診事業は、対象者１
１，５５７人に対し、受診者
は２７人であった。
市ホームページの認知症簡易
チェックサイトについては、
１３，１０８件のアクセスが
あり、昨年度より大幅に増加
した。
東京都認定のオレンジドク
ターとの連携は今年度につい
ては実績はなかったが必要に
応じ支援チームが円滑に支援
が行えるよう連携を図ること
とする。

認知症に関する正しい知識の
普及啓発を進めるとともに、
ＭＣＩを含めた早期発見・早
期対応を図るため、認知症検
診事業を実施する。今年度か
ら50代60代の対象を拡大し実
施する。
認知症が疑われるものの医療
につながらない方へ医師等を
派遣する認知症初期集中支援
事業を引き続き実施する。
また、昨年度から都事業とし
て、地域包括支援センターと
連携して活動ができる認知症
サポート医を「オレンジドク
ター」と認定し周知する事業
が始まったため、オレンジド
クターとの連携を通じて、認
知症対応力の向上を図る。
さらに、市ホームページ等に
「自分でできる認知症の気づ
きチェックリスト」、「認知
症簡易チェックサイト」を掲
載し、普及啓発を図る。

⑰

☆チームオレンジ
の整備（実施）

認知症サポーター等の支援者と認知症の
人やその家族も参加し、生活面の早期か
らの支援を行う「チームオレンジ」設置
に向けて、認知症カフェやイベント等の
実施を通じて整備を図ります。

介護福祉課 令和６年度に新設する認知症カフェ
をチームオレンジとして整備し、令
和７年度にはすべての各圏域に設置
できるよう準備を進めます。

本町けやきの杜にて試行実施
し、毎回ボランティアを中心
として創意工夫された企画運
営により実施した B

令和７年度の設置に向けて、
整備を行えたため。

市内各所で認知症カフェを開
催し順次チームオレンジとし
て位置づけ事業の安定的運営
を目指す。

⑱

★地域の居場所づ
くり（認知症カ
フェ等）の充実

市内関係機関と連携を図り、認知症カ
フェ等の新設の検討や継続支援等を通じ
て、認知症の方と家族の方の居場所づく
りを行います。

<計画期間の目標>
認知症カフェ等の開催場所数　11か所

介護福祉課 各圏域において認知症カフェを開催
するとともに、市ホームページ等に
おいて、市内認知症カフェについて
の周知を行います。

各圏域において、地域包括支
援センターが主体となって適
切に認知症カフェを運営する
とともに、市ホームページ等
において周知を図った。

認知症カフェ等の開催場所数
１０か所

B

目標数には達していないが、
令和６年度中に新規の認知症
カフェを開設したため。

各包括支援センターの圏域に
おいて実施されており、概ね
安定的に運営されていること
から、さらに増設に向けて検
討を行う。
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令和７年度

事業予定 事業実績
事業
評価

評価の理由 事業予定

令和６年度
番
号

事業名称
（★重点事業）
（☆新規事業）

事業の内容 担当課

⑲

やすらぎ支援（認
知症高齢者家族支
援活動）の充実

軽度の認知症状が見られるおおむね65歳
以上の方等に対し、認知症についての研
修を受けたボランティア（やすらぎ支援
員）が自宅を訪問し、話し相手となり、
見守りを行うとともに、家族の方の介護
負担の軽減を図ります。

介護福祉課 軽度の認知症状が見られる高齢者に
対し、ボランティアが自宅を訪問
し、話し相手となり、見守りを行う
とともに、家族の方の介護負担の軽
減を図ります。

やすらぎ支援員による訪問と
併せて、事務局からの電話に
よる傾聴等を実施した。
訪問回数４８回（電話を含
む。）
また支援員の交流会を実施
し、本事業の意義説明や情報
交換を行った。

B

軽度認知症状のある対象者に
対して介護保険サービスとの
連携により訪問傾聴、電話傾
聴の支援を実施した。

軽度の認知症状が見られる高
齢者に対し、ボランティアが
自宅を訪問し、話し相手とな
り、見守りを行うとともに、
家族の方の介護負担の軽減を
図る。

⑳

徘徊高齢者の探索
事業の継続

認知症の方の身元不明等の事故を防止す
るとともに、その家族等の精神的負担の
軽減を図るため、位置情報が検知できる
発信機の貸与等を実施します。
また、靴にＧＰＳ発信機を入れて利用で
きる専用の靴も引き続き対応します。
さらに、市内商店会と連携し、行方不明
高齢者捜索協力支援アプリの普及啓発等
に努め、地域における捜索協力体制の強
化を図ります。

介護福祉課 徘徊高齢者家族支援サービスを実施
し、徘徊がある高齢者を介護する家
族に対し、位置情報が検知できるGPS
発信器を貸与します。

行方不明高齢者捜索協力支援アプリ
の普及啓発、認知症高齢者の捜索模
擬訓練を継続的に実施します。

徘徊探索機器の貸与：10件
見守りシール利用者数：20人
捜索模擬訓練：年3回

A

徘徊する高齢者を介護する家
族のニーズに応え、徘徊探索
機器の貸与に努めることがで
きた。
見守りシール事業も、着実に
アプリダウンロード者数が増
えており、普及啓発が進んで
いる。

徘徊高齢者家族支援サービス
を実施し、徘徊がある高齢者
を介護する家族に対し、位置
情報が検知できるGPS発信器を
貸与する。

行方不明高齢者捜索協力支援
アプリの普及啓発、認知症高
齢者の捜索模擬訓練を継続的
に実施する。

2-
⑫

介護者の負担軽減
の推進
※本計画再掲

高齢者や認知症の方を介護する家族の方
を対象に、相談、介護教室、交流会等の
機会を通して、介護による身体的・精神
的負担の軽減を図ります。交流会等につ
いては、性別・年代を問わず参加できる
ようなテーマ設定を図るなど、幅広く参
加を促せるよう努めます。
認知症の方と家族の方に対しては希望す
る在宅生活を継続できるよう、一体的支
援事業を実施します。
また、緊急を要する理由で介護者が介護
できない時に、介護が必要な方を一時的
に施設で介護します。

高齢者を介護するご家族の方を対象
に、在宅における介護の知識、介護
技術等の向上に資する内容の教室を
４回実施します。
介護者同士で情報交換ができる場を
提供し、介護者が孤立することなく
住み慣れた地域で介護が続けられる
よう家族介護継続支援事業を３事業
所に委託し実施します。
また、介護者が急病、事故、災害又
は葬儀等の社会的理由により、その
家庭において当該高齢者を介護でき
ないため、特別養護老人ホーム等に
緊急かつ一時的に入所させる事業を
実施します。

介護に関する相談を随時地域
包括支援センター及び包括支
援係で受け付けた。また、要
介護高齢者を介護する家族等
を対象に、家族介護教室を４
回開催し、２５人が参加し
た。
また、認知症高齢者を介護す
る家族の方を対象に、家族介
護継続教室を２３回開催し、
延べ１２９人が参加した。
　介護者等の都合により特別
短期生活介護事業（緊急
ショートステイ）が必要な方
について、地域の介護支援専
門員等からの相談により、利
用の調整等行った。
利用２０件

B

定期的な周知活動に加え、更
なる参加促進について取組を
検討する。

特別短期生活介護事業につい
ては概ね緊急性のある相談に
対して速やかな対応と、適切
な施設への案内を行うことが
できたため。

高齢者を介護するご家族の方
を対象に、在宅における介護
の知識、介護技術等の向上に
資する内容の教室を４回実施
します。
介護者同士で情報交換ができ
る場を提供し、介護者が孤立
することなく住み慣れた地域
で介護が続けられるよう家族
介護継続支援事業を事業所に
委託し実施します。

引き続き緊急を要する理由で
介護者が介護できない時に、
介護が必要な方を一時的に施
設で介護する事業を継続する
とともに、必要とする方が利
用できるよう、介護支援専門
員等と事業について共有を行
う。また、近年事業利用につ
いての相談が増えているた
め、受け入れ施設の増加につ
いても調整を行っていく。
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令和７年度

事業予定 事業実績
事業
評価

評価の理由 事業予定

令和６年度
番
号

事業名称
（★重点事業）
（☆新規事業）

事業の内容 担当課

基本施策⑶　在宅医療と介護の連携の推進

㉑

医療資源マップの
充実

医療資源を調査し、医療資源マップとし
てまとめ、情報を必要とする市民や、関
係機関に配布し普及啓発を図ります。

介護福祉課 同マップの配布・周知に努めます。 令和５年度に医療資源マップ
を改訂し、引き続き、関係機
関及び公共施設等に配下し、
配布に努めた。

B

引き続き配布等周知を行う必
要があるため。

同マップの配布・周知に努め
る。

㉒

在宅医療・介護連
携支援室の充実

医療・介護関係者を対象とした在宅医
療・介護連携に関する相談窓口を設置・
運営するとともに、多職種が参加する研
修等を実施することにより、連携の促進
を図ります。

介護福祉課 在宅医療・介護連携に関する相談窓
口を設置・運営するとともに、在宅
医療・介護連携に関する研修等を３
回、関係機関の情報共有に関する研
修を１回開催します。

在宅医療・介護連携に関する
相談を日常的に受け付けると
ともに、在宅医療・介護連携
に関する研修等を６回、関係
機関の情報共有に関する研修
を２回実施した。

B

医療と介護に関わる関係機関
の連携構築、研修や情報共有
等、顔の見える関係づくりが
できた。更に広く連携や情報
共有をしていくとともに市民
に対しても在宅医療について
の周知を行っていく必要があ
る。

引き続き、在宅医療・介護連
携に関する相談窓口を設置・
運営するとともに、在宅医
療・介護連携に関する研修等
及び関係機関の情報共有に関
する研修を開催します。

㉓

☆在宅医療・介護
連携推進に関する
検討の実施

在宅医療・介護連携推進会議や、同会議
に設置された４部会（※）において、部
会に応じた課題の検討や、多職種連携研
修等の企画・実施等を通じて、在宅医
療・介護連携を推進します。
※日常療養・多職種連携研修部会、入退
院支援部会、急変時対応・看取り支援部
会、ＩＣＴ連携部会

介護福祉課 医療・介護関係者で構成する在宅医
療・介護連携推進会議と４部会にお
いて、課題や解決策等の検討を行
い、医療・介護連携を推進する。

連携会議、各部会で活発な議
論を行いそれぞれの部会にお
いて課題の共有、在宅療養に
関するリーフレット及び入退
院支援のフロー図等を作成し
た。

A

各部会においての課題の共有
や検討を行い、これを受けて
推進会議（全体会）で課題解
決の方向性を決定できた。

今年度も引き続く課題がある
ため各部会を中心に協議、意
見交換を実施する。

㉔

在宅医療・介護連
携に関する普及啓
発の充実

在宅医療・介護連携に関する講演会、在
宅療養に関するリーフレットの配布等を
実施し、市民に対する普及啓発を行いま
す。

介護福祉課 講演会や在宅療養に関するリーフ
レット等を活用し、在宅医療・介護
連携について普及啓発を行います。

在宅療養に関するリーフレッ
トの配布に努めた。

また、お元気サミットで在宅
療養に係る講座を開催し、４
５人が参加。好評を得ること
ができた。

アンケートによる講座満足度
１００％

B

リーフレットについては配布
を行うとともに、お元気サ
ミットでの講演、医療・介護
従事者研修でも使用し、配布
と啓発を行った。

引き続き、講演会や在宅療養
に関するリーフレット等を活
用し、在宅医療・介護連携に
ついて普及啓発を行います。

㉕

★ＡＣＰ（人生会
議）等の普及啓発
の充実

在宅医療・介護連携においてＡＣＰに係
る研修等を実施し、関係者間での理解促
進に努めます。
また、市民向けにも在宅での看取りの周
知等を通じて、既存の催し等を活用した
ＡＣＰの普及啓発を図ります。

<計画期間の目標>
関係者・市民向け講演会等回数　３回

介護福祉課 医療・介護関係者に対し、看取り等
を通じたＡＣＰにかかる研修を実施
する。
また、地域のイベント等に専門職を
派遣し、看取りに関するパンフレッ
トを活用しながらの講演を行い、市
民に対する普及啓発を図ります。

医療・介護従事者向けに看取
り講演会（２回）を開催し、
延べ９９人が参加した。
また、在宅療養パンフレット
を作成の上、配布するととも
にお元気サミットにおいて講
演会を行った。
また、市民向けの普及啓発講
座を５回実施し、延べ５７人
が参加した。

B

目標回数は達成したものの、
引き続きＡＣＰにかかる普及
啓発の必要があるため。

医療・介護関係者に対し、看
取り等を通じたＡＣＰにかか
る研修を実施する。
また、地域のイベント等に専
門職を派遣し、看取りに関す
るパンフレットを活用しなが
らの講演を行い、市民に対す
る普及啓発を図ります。
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令和７年度

事業予定 事業実績
事業
評価

評価の理由 事業予定

令和６年度
番
号

事業名称
（★重点事業）
（☆新規事業）

事業の内容 担当課

基本施策⑷　生活支援体制整備の推進

㉖

★地域課題検討の
協議の充実

第１、２層生活支援協議体をそれぞれ開
催します。
圏域レベルの地域ケア会議を兼ねる第２
層協議体では、圏域で生じている課題に
対して、関係する地域住民や介護事業
所、商店会等の地域の社会資源と第２層
生活支援コーディネーターを中心とした
検討を行います。
第１層協議体では、第２層協議体での検
討内容等を整理し、市全体で取り組むべ
き課題の整理等を図ります。

介護福祉課 第２層協議体を積極的に行い、第２
層協議体から出てきた課題を整理
し、第１層協議体として新たな課題
解決に取り組みます。

また、課題として上がっている「高
齢者におこりうるお金に関するお困
りごと」の啓発を継続しながら、新
たな地域課題の解決に向けて、検討
内容の整理や啓発をしていきます。

第２層生活支援協議体で新た
な課題としてでた「孤立・孤
独防止のための地域参加につ
いて」第１層生活支援協議体
で検討し、地域参加のきっか
けになるようお元気サミット
等で通いの場の周知に努め
た。継続課題であった「お金
に関する困りごと」について
は、パンフレットによる普及
啓発を行った。

A

概ね予定どおり事業実施でき
たため。

引き続き各圏域で第２層協議
体を積極的に行い、第２層協
議体から出てきた課題を整理
し、第１層協議体として新た
な課題解決に取り組む。

㉗

生活支援コーディ
ネーターの配置に
よる体制整備の推
進

市及び各地域包括支援センターに配置さ
れている生活支援コーディネーターが、
個別相談や生活支援協議体を通じ、生活
支援に関係する担い手や居場所の不足な
どのニーズ、人材や活動可能場所などの
地域資源の把握に努め、ニーズと地域資
源のマッチングやネットワーク化を図り
ます。

介護福祉課 各包括支援センターに配置されてい
る生活支援コーディネーターと毎月
の連絡会等で情報共有するととも
に、第２層協議体から出てきた課題
を整理し、必要な情報の見える化・
地域資源の把握等を行います。

市と各地域包括支援センター
に配置されている第２層生活
支援コーディネーターで毎月
連絡会を行い、地域資源の共
有等を行った。 A

概ね予定どおり事業実施でき
たため。

引き続き市と各地域包括支援
センターに配置されている生
活支援コーディネーターで連
絡会を行い情報共有を行うと
ともに、必要な情報の見える
等行っていく。

1-
⑱

★地域の居場所に
対する支援の推進
※本計画再掲

生活支援コーディネーターを中心に、地
域包括支援センターや社会福祉協議会な
どの関係機関と連携し、また、認知症カ
フェについては認知症地域支援推進員と
協力しながら、居場所の立ち上げや活動
継続に対して支援します。立ち上げに対
しては活用可能な場所や類似の居場所に
関する情報提供等を、活動継続に対して
は市内の居場所の情報をまとめた冊子と
圏域ごとに情報を地図に落とし込んだ
マップを交互に作成するとともに、情報
を市ホームページにも掲載し、また、市
民向け事業等あらゆる機会を通じて地域
の居場所の周知の充実に取り組みます。
高齢者や関係者に周知を行うとともに居
場所間の交流活動への活用を図ります。

<計画期間の目標>
市内の居場所の情報をまとめた冊子への
掲載居場所数　185か所

介護福祉課 第２層生活支援コーディネーターを
中心に通いの場等の活動状況等の把
握を行い、居場所（通いの場）の再
開、活動継続に向け支援します。

「地域とつながる応援マップ」の周
知や実際の活用等について意見を集
め、より良い活用につながるよう検
討します。

第２層生活支援コーディネー
ターを中心に、第２層協議体
を開催し、通いの場の活動を
継続できる方法等について、
住民主体で決めていく支援を
行った。
地域の通いの場の紹介を、お
元気サミットにて、活動者か
ら発表してもらい、周知に努
めた。
地域の居場所をまとめた「地
域とつながる応援マップ」を
作成し、様々な機会を通じて
周知を行った。

掲載居場所数　　186か所

A

お元気サミットでの発表の場
では100人を超える来場があ
り、満足度も高いアンケート
結果であったため。
地域の居場所掲載数が186か所
に更新されたため。

引き続き、第２層生活支援
コーディネーターを中心に居
場所の活動継続に向け支援し
ていく。
「地域とつながる応援ブッ
ク」等を活用し、様々な機会
を通じて、地域の居場所の周
知を行っていく。
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令和７年度

事業予定 事業実績
事業
評価

評価の理由 事業予定

令和６年度
番
号

事業名称
（★重点事業）
（☆新規事業）

事業の内容 担当課

基本施策⑸　ケアラー（介護者）への支援の推進

【介護福祉課】
 高齢部門のみでの対応が困難な事例
等については、福祉総合相談窓口と
の支援調整会議等を通じて連携し、
支援体制を構築します。

高齢部門のみでの対応が困難
な事例等について、子ども家
庭センターや福祉総合相談窓
口等関係する部署と連携し支
援を行った。

A

概ね予定どおり事業実施でき
たため。

関係する機関等と積極的に連
携し、適切な支援ができるよ
う努めていく。

【地域福祉課】
地域包括支援センターを含め相談支
援機関相互の連携を強化し、包括的
な相談支援体制を構築するため、重
層的支援体制整備事業の実施に向け
た検討を進めます。

総合的な相談体制の構築に関
する庁内検討委員会において
重層的支援体制整備事業の本
格実施に向けた検討を行い、
令和７年３月に重層的支援体
制整備事業実施計画を策定し
た。

A

令和７年３月に策定した重層
的支援体制整備事業実施計画
に基づき、令和７年度から事
業の本格実施が決まったた
め。

支援関係機関の連携等によ
り、複雑化・複合化した地域
生活課題を抱える方やその世
帯に対する適切な支援を行
い、地域共生社会の実現に向
けた包括的支援体制の構築を
図る。

2-
⑫

介護者の負担軽減
の推進
※本計画再掲

高齢者や認知症の方を介護する家族の方
を対象に、相談、介護教室、交流会等の
機会を通して、介護による身体的・精神
的負担の軽減を図ります。交流会等につ
いては、性別・年代を問わず参加できる
ようなテーマ設定を図るなど、幅広く参
加を促せるよう努めます。
認知症の方と家族の方に対しては希望す
る在宅生活を継続できるよう、一体的支
援事業を実施します。
また、緊急を要する理由で介護者が介護
できない時に、介護が必要な方を一時的
に施設で介護します。

介護福祉課 高齢者を介護するご家族の方を対象
に、在宅における介護の知識、介護
技術等の向上に資する内容の教室を
４回実施します。
介護者同士で情報交換ができる場を
提供し、介護者が孤立することなく
住み慣れた地域で介護が続けられる
よう家族介護継続支援事業を３事業
所に委託し実施します。
また、介護者が急病、事故、災害又
は葬儀等の社会的理由により、その
家庭において当該高齢者を介護でき
ないため、特別養護老人ホーム等に
緊急かつ一時的に入所させる事業を
実施します。

介護に関する相談を随時地域
包括支援センター及び包括支
援係で受け付けた。また、要
介護高齢者を介護する家族等
を対象に、家族介護教室を４
回開催し、２５人が参加し
た。
また、認知症高齢者を介護す
る家族の方を対象に、家族介
護継続教室を２３回開催し、
延べ１２９人が参加した。
　介護者等の都合により特別
短期生活介護事業（緊急
ショートステイ）が必要な方
について、地域の介護支援専
門員等からの相談により、利
用の調整等行った。
利用２０件

B

定期的な周知活動に加え、更
なる参加促進について取組を
検討する。

特別短期生活介護事業につい
ては概ね緊急性のある相談に
対して速やかな対応と、適切
な施設への案内を行うことが
できたため。

高齢者を介護するご家族の方
を対象に、在宅における介護
の知識、介護技術等の向上に
資する内容の教室を４回実施
します。
介護者同士で情報交換ができ
る場を提供し、介護者が孤立
することなく住み慣れた地域
で介護が続けられるよう家族
介護継続支援事業を事業所に
委託し実施します。

引き続き緊急を要する理由で
介護者が介護できない時に、
介護が必要な方を一時的に施
設で介護する事業を継続する
とともに、必要とする方が利
用できるよう、介護支援専門
員等と事業について共有を行
う。また、近年事業利用につ
いての相談が増えているた
め、受け入れ施設の増加につ
いても調整を行っていく。

2-
⑰

☆チームオレンジ
の整備（実施）
※本計画再掲

認知症サポーター等の支援者と認知症の
人やその家族も参加し、生活面の早期か
らの支援を行う「チームオレンジ」設置
に向けて、認知症カフェやイベント等の
実施を通じて整備を図ります。

介護福祉課 令和６年度に新設する認知症カフェ
をチームオレンジとして整備し、令
和７年度にはすべての各圏域に設置
できるよう準備を進めます。

本町けやきの杜にて試行実施
し、毎回ボランティアを中心
として創意工夫された企画運
営により実施した

B

認知症及びその家族等が自由
に参加でき自主的に企画立案
した内容で事業の趣旨に沿っ
た内容で実施された。

市内各所で認知症カフェを開
催し順次チームオレンジとし
て位置づけ事業の安定的運営
を目指す。

2-
⑲

やすらぎ支援（認
知症高齢者家族支
援活動）の充実
※本計画再掲

軽度の認知症状が見られるおおむね65歳
以上の方等に対し、認知症についての研
修を受けたボランティア（やすらぎ支援
員）が自宅を訪問し、話し相手となり、
見守りを行うとともに、家族の方の介護
負担の軽減を図ります。

介護福祉課 軽度の認知症状が見られる高齢者に
対し、ボランティアが自宅を訪問
し、話し相手となり、見守りを行う
とともに、家族の方の介護負担の軽
減を図ります。

従来どおりの訪問と併せて、
事務局からの電話による傾聴
等を実施した。
訪問回数４８回（電話を含
む。）
また支援員の交流会を実施
し、本事業の意義説明や情報
交換を行った。

B

新型コロナウィルス感染症に
より定着しつつある電話等に
よる傾聴も含めて支援を継続
した。

軽度の認知症状が見られる高
齢者に対し、ボランティアが
自宅を訪問し、話し相手とな
り、見守りを行うとともに、
家族の方の介護負担の軽減を
図る。

㉘

☆庁内の横断的な
連携体制の構築
（実施）

ヤングケアラーや多世代・経済的な問題
を抱える介護者への支援等、複合的な課
題を抱える介護者支援のため、福祉総合
相談窓口と地域包括支援センターの連携
強化等、円滑な支援のための体制整備に
努めます。

介護福祉
課・地域福
祉課
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　第９期介護保険・高齢者保健福祉総合事業計画　高齢者保健福祉施策に関する事業進捗状況評価表

基本目標３　地域共生社会の実現に向けた仕組みづくりと人材育成 ※ 「事業評価」の評価基準

　　　Ａ…　ほぼ事業内容を達成した。
　　　Ｂ…　改善、検討を要する点はあるが、事業内容をある程度達成した。
　　　Ｃ…　事業内容を達成したとは言えず、現状について大きな課題がある。
　　　Ｄ…　未実施

令和７年度

事業予定 事業実績
事業
評価

評価の理由 事業予定

基本施策⑴　地域づくりの推進

1-
⑱

★地域の居場所に
対する支援の推進
※本計画再掲

生活支援コーディネーターを中心に、地
域包括支援センターや社会福祉協議会な
どの関係機関と連携し、また、認知症カ
フェについては認知症地域支援推進員と
協力しながら、居場所の立ち上げや活動
継続に対して支援します。立ち上げに対
しては活用可能な場所や類似の居場所に
関する情報提供等を、活動継続に対して
は市内の居場所の情報をまとめた冊子と
圏域ごとに情報を地図に落とし込んだ
マップを交互に作成するとともに、情報
を市ホームページにも掲載し、また、市
民向け事業等あらゆる機会を通じて地域
の居場所の周知の充実に取り組みます。
高齢者や関係者に周知を行うとともに居
場所間の交流活動への活用を図ります。

<計画期間の目標>
市内の居場所の情報をまとめた冊子への
掲載居場所数　185か所

介護福祉課 第２層生活支援コーディネーターを
中心に通いの場等の活動状況等の把
握を行い、居場所（通いの場）の再
開、活動継続に向け支援します。

「地域とつながる応援マップ」の周
知や実際の活用等について意見を集
め、より良い活用につながるよう検
討します。

第２層生活支援コーディネー
ターを中心に、第２層協議体
を開催し、通いの場の活動を
継続できる方法等について、
住民主体で決めていく支援を
行った。
地域の通いの場の紹介を、お
元気サミットにて、活動者か
ら発表してもらい、周知に努
めた。
地域の居場所をまとめた「地
域とつながる応援マップ」を
作成し、様々な機会を通じて
周知を行った。

掲載居場所数　　186か所

A

お元気サミットでの発表の場
では100人を超える来場があ
り、満足度も高いアンケート
結果であったため。
地域の居場所掲載数が186か所
に更新されたため。

引き続き、第２層生活支援
コーディネーターを中心に居
場所の活動継続に向け支援し
ていく。
「地域とつながる応援ブッ
ク」等を活用し、様々な機会
を通じて、地域の居場所の周
知を行っていく。

2-
㉖

地域課題検討の協
議の充実
※本計画再掲

第１、２層生活支援協議体をそれぞれ開
催します。
圏域レベルの地域ケア会議を兼ねる第２
層協議体では、圏域で生じている課題に
対して、関係する地域住民や介護事業
所、商店会等の地域の社会資源と第２層
生活支援コーディネーターを中心とした
検討を行います。
第１層協議体では、第２層協議体での検
討内容等を整理し、市全体で取り組むべ
き課題の整理等を図ります。

介護福祉課 第２層協議体を積極的に行い、第２
層協議体から出てきた課題を整理
し、第１層協議体として新たな課題
解決に取り組みます。

また、課題として上がっている「高
齢者におこりうるお金に関するお困
りごと」の啓発を継続しながら、新
たな地域課題の解決に向けて、検討
内容の整理や啓発をしていきます。

第２層生活支援協議体で新た
な課題としてでた「孤立・孤
独防止のための地域参加につ
いて」第１層生活支援協議体
で検討し、地域参加のきっか
けになるようお元気サミット
等で通いの場の周知に努め
た。継続課題であった「お金
に関する困りごと」について
は、パンフレットによる普及
啓発を行った。

A

概ね予定どおり事業実施でき
たため。

引き続き各圏域で第２層協議
体を積極的に行い、第２層協
議体から出てきた課題を整理
し、第１層協議体として新た
な課題解決に取り組む。

令和６年度
番
号

事業名称
（★重点事業）
（☆新規事業）

事業の内容 担当課

・高齢者の権利が擁護され、地域で安心・安全に暮らし続けられるよう、地域で互いに支え合う人

材育成や仕組みづくりを推進します。また、地域住民の支えあいや助け合いが自然に生まれる地域

共生社会の実現に向けた地域づくりを目指します。
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令和７年度

事業予定 事業実績
事業
評価

評価の理由 事業予定

令和６年度
番
号

事業名称
（★重点事業）
（☆新規事業）

事業の内容 担当課

2-
㉗

生活支援コーディ
ネーターの配置に
よる体制整備の推
進
※本計画再掲

市及び各地域包括支援センターに配置さ
れている生活支援コーディネーターが、
個別相談や生活支援協議体を通じ、生活
支援に関係する担い手や居場所の不足な
どのニーズ、人材や活動可能場所などの
地域資源の把握に努め、ニーズと地域資
源のマッチングやネットワーク化を図り
ます。

介護福祉課 各包括支援センターに配置されてい
る生活支援コーディネーターと毎月
の連絡会等で情報共有するととも
に、第２層協議体から出てきた課題
を整理し、必要な情報の見える化・
地域資源の把握等を行います。

市と各地域包括支援センター
に配置されている第２層生活
支援コーディネーターで毎月
連絡会を行い、地域資源の共
有等を行った。

A

概ね予定どおり事業実施でき
たため。

引き続き市と各地域包括支援
センターに配置されている生
活支援コーディネーターで連
絡会を行い情報共有を行うと
ともに、必要な情報の見える
等行っていく。

基本施策⑵　高齢者の見守り支援の充実

①

救急通報システム
機器の貸与の継続

【救急代理通報事業】
65歳以上のひとり暮らし、65歳以上高齢
者のみ世帯の慢性疾患等で常時注意が必
要な方に、ペンダント型の無線発報器を
貸与し、緊急時における早期の安否確
認、及び救急要請する事業を実施しま
す。

【住宅火災直接通報事業】
在宅の認知症高齢者に対して、火災を検
知した際に直接消防署に通報するシステ
ムを貸与し、早期の消火及び救助を行う
事業を実施します。

介護福祉課 【救急代理通報事業】
65歳以上のひとり暮らし、65歳以上
高齢者のみ世帯の慢性疾患等で常時
注意が必要な方に、ペンダント型の
無線発報器を貸与し、システムによ
る24時間見守りを行います。

【住宅火災直接通報事業】
在宅の認知症高齢者に対して、火災
を検知した際に直接消防署に通報す
るシステムを貸与し、早期の消火及
び救助を行います。
なお、両事業とも、認知度向上に向
け、包括支援センターとの連携、広
報の工夫など、利用者及び家族への
周知拡大に取り組みます。

救急代理通報装置貸与件数：
55件
住宅火災直接通報装置貸与件
数：1件

A

救急代理通報装置及び住宅火
災直接通報装置を貸与するこ
とにより、健康に不安のある
高齢者の在宅生活の維持に寄
与した。

【救急代理通報事業】
65歳以上のひとり暮らし、65
歳以上高齢者のみ世帯の慢性
疾患等で常時注意が必要な方
に、ペンダント型の無線発報
器を貸与し、システムによる
24時間見守りを行う。

【住宅火災直接通報事業】
在宅の認知症高齢者に対し
て、火災を検知した際に直接
消防署に通報するシステムを
貸与し、早期の消火及び救助
を行う。
なお、両事業とも、認知度向
上に向け、包括支援センター
との連携、広報の工夫など、
利用者及び家族への周知拡大
に取り組む。

【地域福祉課】
引き続き、近隣関係者と協力し本人
をめぐるネットワークを民生委員と
構築し、見守り支援体制の整備を図
ります。

近隣関係者と協力し本人をめ
ぐるネットワークを民生委員
と構築し、見守り支援体制の
整備を図った。 B

７５歳及び８０歳の1人暮らし
世帯を訪問し、「高齢者福祉
のしおり」等、高齢者福祉に
関する資料を配布するととも
に、地域の高齢者の実態調査
を行った。

７５歳及び８０歳の高齢者に
福祉情報の提供民生委員の啓
発をします。

【介護福祉課】
訪問にて事業の周知を行うととも
に、高齢者の実態把握を通して見守
り支援体制の整備を図ります。

民生委員の訪問による実態把
握時に、ネットワーク事業の
周知、高齢福祉の情報提供も
行い、地域の見守り支援体制
整備を図った。

B

事業継続に向けて、民生委員
と調整していく必要があるた
め。

民生委員の訪問による実態把
握がスムーズに行えるよう必
要な情報提供等を行う。

高齢者地域福祉
ネットワーク事業
の推進
※他計画再掲

②

地域の相談役として市民の方と行政、関
係機関との橋渡しの役割を担う民生委
員・児童委員が、対象者本人の意思確認
の上作成した、個人情報や家族の方の緊
急連絡先等が記載された個人票をもと
に、市が対象者の方の緊急連絡先を把握
し、必要に応じて、関係機関等へ情報提
供を行い、情報共有を図ることで、高齢
者の方の実態把握や見守り、支援の協力
体制をつくります。

地域福祉
課・介護福
祉課
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令和７年度

事業予定 事業実績
事業
評価

評価の理由 事業予定

令和６年度
番
号

事業名称
（★重点事業）
（☆新規事業）

事業の内容 担当課

③

★高齢者見守り支
援事業の推進

ひと声訪問、友愛活動、高齢者福祉電話
の貸与等により、ひとり暮らし高齢者等
の安否確認を実施します。
また、ICTを活用した見守り事業につい
て、検討します。

<計画期間の目標>
ひと声訪問新規申込件数　16件

介護福祉課 ひと声訪問、友愛活動、高齢者福祉
電話の貸与等により、ひとり暮らし
高齢者等の安否確認を行う事業を実
施します。
また、ICTを活用した見守り事業につ
いて、検討を行います。

ひと声訪問牛乳支給本数：
16,572本、119世帯
ひと声訪問新規申込件数：11
件
友愛活動員：5人、利用者数：
9人
福祉電話設置件数：10件 B

ひと声訪問の新規申込件数は
目標値に達しなかったもの
の、友愛活動や高齢者福祉電
話の貸与等、利用者のニーズ
に合わせたひとり暮らし高齢
者等の見守り支援を行った。
なお、ICTを活用した見守り事
業については、事例調査及び
実施に向けた検討を行ったも
のの、実施には至っていな
い。

ひと声訪問、友愛活動、高齢
者福祉電話の貸与等により、
ひとり暮らし高齢者等の安否
確認を行う事業を実施する。
また、ICTを活用した見守り事
業の検討を引き続き行いま
す。

④

避難行動要支援者
支援体制の充実
※他計画再掲

災害時等に自力で避難することが困難
で、家族の方等の支援を受けられない高
齢者の方等を「避難行動要支援者」とし
て、避難行動要支援者名簿を作成し、災
害に備えた地域の協力体制づくりのため
に必要な情報として、市の関係部署、消
防署、民生委員・児童委員等関係機関と
共有します。
また、避難行動要支援者の方に対して、
地域の方に「支援者」となっていただ
き、見守りや安否確認、避難支援の体制
を整備し、安心して暮らせるまちづくり
をめざすためのモデル地区事業を実施し
ており、このモデル地区事業の推進を通
じ、支援体制のさらなる充実を図り、個
別避難計画策定につなげます。

地域福祉課 引き続き、新規で避難行動要支援者
名簿の対象となる方に対して申請書
等を送付するなど、支援体制の整備
を図ります。
また、福祉避難所の管理運営の整備
も図ります。

新規で避難行動要支援者名簿
の対象となる方に対して申請
書等を送付するなど、支援体
制の整備を図った。
令和６年度より、新たに介護
事業所と連携し、ケアマネ
ジャーによる個別避難計画の
策定を行った。
福祉避難所設置・運営マニュ
アルを改定し、管理運営の整
備を図った。

B

個別避難計画の策定について
新たな取組を実施し、福祉避
難所の管理運営についてもマ
ニュアル改定による整備を
図ったため。

引き続き、個別避難計画の作
成推進に向け、協力事業者へ
の働きかけや、新たな作成方
法の検討を行います。
福祉避難所については、施設
ごとの管理運営体制の整備を
図ります。

⑤

★事業者との連携
による見守りの推
進

地域から孤立しがちな高齢者が、安心し
て暮らせる地域社会の構築のために、民
間事業者等と連携し、見守りが必要な高
齢者の発見や安否確認に努めます。市内
の商店等に協力を依頼し、見守り協定を
より地域性の高いものにします。
また、既存の協定締結事業者への情報提
供及び事業者間の情報交換等を目的に定
期的に連絡会を開催します。
【主な締結事業者】
介護関連、金融機関、生協、ライフライ
ン、小売、清掃、交通・運輸、配食、商
店会、新聞販売同業組合、水道局、郵便
局、浴場組合、社協、シルバー人材セン
ター、老人クラブ連合会、その他自営等

<計画期間の目標>
協定事業者数（累計事業者数）80事業者

介護福祉課 民間事業者と協定締結を行い、民間
事業者の協力による緩やかな見守り
体制の構築を推進します。
また、協定締結事業者との連絡をと
れるよう、「見守り通信」を作成
し、発送します。

新規協定締結事業者数：2事業
者
累計事業者数：78事業者
見守り通信の発行：1回

A

例年同様に民間業者と協定締
結を行い、高齢者等の見守り
体制の構築を行った。

民間事業者と協定締結を行
い、民間事業者の協力による
緩やかな見守り体制の構築を
推進する。
また、協定締結事業者との連
絡をとれるよう、「見守り通
信」を作成し、発送する。
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令和７年度

事業予定 事業実績
事業
評価

評価の理由 事業予定

令和６年度
番
号

事業名称
（★重点事業）
（☆新規事業）

事業の内容 担当課

2-
⑳

徘徊高齢者の探索
事業の継続
※本計画再掲

認知症の方の身元不明等の事故を防止す
るとともに、その家族等の精神的負担の
軽減を図るため、位置情報が検知できる
発信機の貸与等を実施します。
また、靴にＧＰＳ発信機を入れて利用で
きる専用の靴も引き続き対応します。
さらに、市内商店会と連携し、行方不明
高齢者捜索協力支援アプリの普及啓発等
に努め、地域における捜索協力体制の強
化を図ります。

介護福祉課 徘徊高齢者家族支援サービスを実施
し、徘徊がある高齢者を介護する家
族に対し、位置情報が検知できるGPS
発信器を貸与します。

行方不明高齢者捜索協力支援アプリ
の普及啓発、認知症高齢者の捜索模
擬訓練を継続的に実施します。

徘徊探索機器の貸与：10件
見守りシール利用者数：20人
捜索模擬訓練：年3回

A

徘徊する高齢者を介護する家
族のニーズに応え、徘徊探索
機器の貸与に努めることがで
きた。
見守りシール事業も、着実に
アプリダウンロード者数が増
えており、普及啓発が進んで
いる。

徘徊高齢者家族支援サービス
を実施し、徘徊がある高齢者
を介護する家族に対し、位置
情報が検知できるGPS発信器を
貸与する。

行方不明高齢者捜索協力支援
アプリの普及啓発、認知症高
齢者の捜索模擬訓練を継続的
に実施する。

2-
㉗

生活支援コーディ
ネーターの配置に
よる体制整備の推
進
※本計画再掲

市及び各地域包括支援センターに配置さ
れている生活支援コーディネーターが、
個別相談や生活支援協議体を通じ、生活
支援に関係する担い手や居場所の不足な
どのニーズ、人材や活動可能場所などの
地域資源の把握に努め、ニーズと地域資
源のマッチングやネットワーク化を図り
ます。

介護福祉課 各包括支援センターに配置されてい
る生活支援コーディネーターと毎月
の連絡会等で情報共有するととも
に、第２層協議体から出てきた課題
を整理し、必要な情報の見える化・
地域資源の把握等を行います。

市と各地域包括支援センター
に配置されている第２層生活
支援コーディネーターで毎月
連絡会を行い、地域資源の共
有等を行った。 A

概ね予定どおり事業実施でき
たため。

引き続き市と各地域包括支援
センターに配置されている生
活支援コーディネーターで連
絡会を行い情報共有を行うと
ともに、必要な情報の見える
等行っていく。

⑥

☆災害時に備えた
介護サービス事業
者との連携（実
施）

災害の発生時に、災害時協定等に基づい
て利用者の安否確認等が円滑に行われる
よう、連携に必要な体制整備を図りま
す。

介護福祉課 災害時協定等に基づき、発災時の安
否確認や避難誘導などを実施する上
での具体的な取組を小金井市介護事
業者連絡会と協議します。

小金井市介護事業者連絡会や
各介護サービス事業者と定期
的に情報共有を行ったほか、
災害時協定未加入事業所に対
しては協定の説明を行い、体
制の整備を行った。
令和６年８月の台風接近時に
おいて、本協定に基づき事業
所経由で安否確認を実施し
た。

A

事業所への周知を進められた
ほか、実際に安否確認を実施
することで、事業所及び庁内
の連携方法の確認ができたた
め。

災害時協定等に基づき、発災
時の安否確認や避難誘導など
を実施する上での具体的な取
組を小金井市介護事業者連絡
会と協議します。

基本施策⑶　権利擁護の推進

【介護福祉課】
高齢者等が集まる機会等を活用し、
周知啓発や注意喚起を行います。

介護福祉課で実施する事業の
際に周知を行った。また、地
域包括支援センター公式ＬＩ
ＮＥで周知啓発や注意喚起を
行った。

A

概ね予定通り事業実施できた
ため。

経済課、地域包括支援セン
ターと連携し高齢者が集まる
機会等に周知啓発や注意喚起
を行っていく。

【経済課】
引き続き高齢者の集まるイベントや
集会で啓発を行い、講座も実施して
いく。またICTを活用した啓発も検討
していきます。

高齢者向け消費者被害をテー
マにした講座を14回（参加者
1,756人）実施した。一部の講
座では、開催の様子を録画
し、アーカイブ配信を行っ
た。 A

計画期間の目標参加者数を達
成することができた。また、
高齢者が集まるイベントや講
座で消費者被害の未然防止の
啓発を行い、消費者トラブル
の事例と共に相談室の案内を
周知することができた。アー
カイブ配信では、より多くの
方に講座を受講してもらうこ
とができた。

令和７年度の事業を継続して
実施していく。

★消費者被害の未
然防止の推進

高齢者及び高齢者の周囲の方（見守り協
力者）向けに消費者講座を開催し、悪質
商法の最新手口や対処法についての周知
や注意喚起を行います。また、地域包括
支援センター、介護サービス事業所、市
介護福祉課及び消費生活相談室等の関係
機関が協力体制を構築し、高齢者の消費
者被害防止を図ります。

<計画期間の目標>
講座参加者数　1,205人

介護福祉
課・経済課

⑦
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令和７年度

事業予定 事業実績
事業
評価

評価の理由 事業予定

令和６年度
番
号

事業名称
（★重点事業）
（☆新規事業）

事業の内容 担当課

⑧

福祉サービス苦情
調整委員制度の継
続
※他計画再掲

福祉サービスに対する市民の方からの苦
情に公平かつ適正に対応し、信頼性と福
祉の向上をめざすことを目的として設置
された福祉オンブズマン制度について周
知を図ります。

地域福祉課 引き続き、市報・ホームページにお
ける広報のほか、苦情処理の流れを
示したリーフレットを市内各施設に
設置し、周知を図ります。

市報・ホームページにおける
広報のほか、苦情処理の流れ
を示したリーフレットを作成
し、市内各施設に設置し周知
を行った。

A

苦情相談等の件数は7件。事務
局が対応して委員への相談に
至らなかった件数は28件。委
員の丁寧な対応と適切なアド
バイスにより、多くは相談者
の納得を得られている。

引き続き、福祉オンブズマン
制度について周知を図ります

⑨

権利擁護センター
利用の継続
※他計画再掲

権利や財産を守ること等を目的とし、認
知症高齢者の方や要介護高齢者の方等で
判断能力に不安のある方に対し、成年後
見制度推進事業や地域福祉権利擁護事業
（日常生活自立支援事業）を行っている
権利擁護センターの利用の推進を図りま
す。

地域福祉課 判断能力が不十分な方に権利や財産
を守ること等を目的として地域福祉
権利擁護事業（日常生活自立支援事
業）や成年後見制度を継続実施し、
その方々の意思決定等を支援しま
す。また、権利擁護に関する相談を
中心に、市民後見人の養成や成年後
見人を取り巻く環境の改善のための
ネットワークの構築、市民に広く成
年後見制度等を知っていただくため
の講演会などを企画実施します。

生活保護受給者が金銭管理等
の支援が必要な場合は、権利
擁護センターを紹介し利用に
つなげた。受給者がセンター
を利用している場合は、その
受給者についてセンター職員
と情報交換をし、協力して支
援を行った。成年後見制度の
利用が必要となった方の状況
確認や、今後の方向性につい
てセンター職員や他課と連携
し、支援の方策を検討した。

認知症のある高齢者や要介護
高齢者の相談業務を行い、日
常生活自立支援事業の利用へ
つなげた。特に成年後見制度
を必要とする認知症高齢者や
虐待高齢者に対し、必要に応
じて、権利擁護センターの持
つ機能を紹介し、利用につな
げることができ、より連携し
た対応が可能になった。

A

市と権利擁護センターで、日
常的に密に連携を取り、協力
して支援を行った。

市民に対し必要な情報提供が
でき、適切に権利擁護セン
ターとの連携協力体制ができ
た。

判断能力が不十分な方に権利
や財産を守ること等を目的と
して地域福祉権利擁護事業
（日常生活自立支援事業）や
成年後見制度を継続実施し、
その方々の意思決定等を支援
します。また、権利擁護に関
する相談を中心に、市民後見
人の養成や成年後見人を取り
巻く環境の改善のためのネッ
トワークの構築、市民に広く
成年後見制度等を知っていた
だくための講演会などを企画
実施します。

⑩

★高齢者虐待防止
対策の継続

高齢者虐待事例について「小金井市高齢
者虐待対応マニュアル」に基づき適切に
対応できるよう、市や地域包括支援セン
ターで虐待対応に関する理解を深めると
ともに、関係機関等と連携し高齢者に対
する支援体制を整備します。また、市民
や介護サービス事業者等に対しても、高
齢者虐待についての啓発や虐待対応窓口
の周知を図ります。

<計画期間の目標>
市・地域包括支援センターの高齢者虐待
に係る研修実施回数　4回

介護福祉課 高齢者虐待に関する理解を深め、適
切な対応ができるよう事例検討会を
行います。（年４回）
様々な機会を活用し、高齢者虐待に
ついての啓発や虐待対応窓口の周知
を行います。

高齢者虐待について適切な対
応ができるよう事例検討会を
年４回行った。また、高齢者
虐待についての啓発や虐待対
応窓口の周知を行った。

A

概ね予定どおり事業実施でき
たため。

高齢者虐待に関する理解を深
め、適切な対応ができるよう
事例検討会を行う。（年４
回）また、市民や介護サービ
ス事業者等に対しても、高齢
者虐待についての啓発や虐待
対応窓口の周知を図る。
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令和７年度

事業予定 事業実績
事業
評価

評価の理由 事業予定

令和６年度
番
号

事業名称
（★重点事業）
（☆新規事業）

事業の内容 担当課

基本施策⑷　人材育成・確保の推進

1-
①

さくら体操の推進
※本計画再掲

新型コロナウイルス感染対策のため、管
理会場の定員の見直しを行い密にならな
い形で行います。また、医療・福祉の専
門職が管理運営を行い、グループ支援や
参加者評価等を通して、参加者の介護予
防や自立支援を図ります。完全自主会場
については新型コロナウイルス感染対策
により、介護事業所等使用できない会場
が多いため、身近な所で少人数実施でき
る体制を推進していきます。地域包括支
援センターの職員が立ち上げ・継続支援
を行うとともに、市内のリハビリテー
ション専門職が会場を巡回し、助言・指
導を行い、参加者の介護予防を図りま
す。
介護予防の取り組みが多様化しているた
め、他の介護予防施策と連動させながら
介護予防を推進していきます。

<計画期間の目標>
さくら体操の会場数　55会場
さくら体操の延参加者数　6,600人
新規介護予防リーダー養成者数　年間15
人

介護福祉課 管理会場においては管理委託の通所
介護事業所・地域包括支援センター
と連携し、毎月１回ミニ講座を行う
とともに、年に１回体力測定等を行
います。また、完全自主会場につい
ては市内のリハビリテーション専門
職の協力を得て、各会場を巡回し、
介護予防に関する助言・相談等行
い、参加者の介護予防を図ります。
介護予防ボランティア養成講座を開
催し介護予防リーダーの育成、さく
ら体操各会場への配置を調整しま
す。
地域包括支援センターを中心に、身
近な所で少人数実施できる完全自主
会場（自主グループ）立ち上げ支援
を行います。

管理会場は管理委託事業所の
リハ職が巡回し、毎月ミニ講
座を行い、参加者へ介護予
防・フレイル予防のための普
及啓発も行った。また、年に
１回体力測定を実施し、個別
に結果説明と助言を行い、参
加者の介護予防を図った。
完全自主会場については、市
内のリハ職の協力を得て各会
場を巡回し、介護予防に関す
る普及啓発と相談・助言を
行った。
また、完全自主グループが新
たに立ち上がった。

さくら体操会場数　48会場
さくら体操の延参加者数
6,255人
新規介護予防リーダー養成者
数　14人

B

目標に向けて着実に推進でき
ているが、達成したとはいえ
ないため。

管理会場においては管理委託
の通所介護事業所・地域包括
支援センターと連携し、毎月
１回ミニ講座を行うととも
に、年に１回体力測定等を行
います。また、完全自主会場
については市内のリハビリ
テーション専門職の協力を得
て、各会場を巡回し、介護予
防に関する助言・相談等行
い、参加者の介護予防を図り
ます。
介護予防ボランティア養成講
座を開催し介護予防リーダー
の育成、さくら体操各会場へ
の配置を調整します。
地域包括支援センターを中心
に、身近な所で少人数実施で
きる完全自主会場（自主グ
ループ）立ち上げ支援を行い
ます。

⑪

ボランティアセン
ターでの活動支援
の継続
※他計画再掲

社会福祉協議会に設置されているボラン
ティアセンターに関する情報提供、活動
支援を行います。

地域福祉課 各種ボランティア養成講座（地域福
祉ファシリテーター養成講座、精神
保健福祉ボランティア養成講座、音
楽療法ボランティア養成講座）の開
催、ボランティアに関する相談支
援、広報紙による情報発信、市民活
動助成金の事業等を行います。

各種ボランティア養成講座
（精神保健福祉ボランティア
養成講座、音楽療法ボラン
ティア養成講座）の開催、ボ
ランティアに関する相談支
援、広報紙による情報発信、
市民活動助成金の事業を行っ
た。

A

各種講座については、対面で
の開催を主とし、講座内容に
応じてハイブリッド方式を導
入する等、開催方法について
見直しを図ることが出来た。

各種ボランティア養成講座
（地域福祉ファシリテーター
養成講座、精神保健福祉ボラ
ンティア養成講座、音楽療法
ボランティア養成講座）の開
催、ボランティアに関する相
談支援、広報紙による情報発
信、市民活動助成金の事業等
を行います。

⑫

★介護支援ボラン
ティアポイント事
業の推進

６５歳以上の元気な高齢者を対象にボラ
ンティア活動を通じて、自身の健康増
進、介護予防及び社会参加活動を推進す
るための介護支援ボランティアポイント
事業について、より多くの方に登録・活
動してもらえるよう、受入れ事業所の増
加、活動内容の拡充を図るとともに、受
入れ状況等について登録者への周知も行
います。

<計画期間の目標>
有効登録者数　270人
参加事業所数　45か所

介護福祉課 登録ボランティアの増加のため、登
録機会と周知を兼ねて、登録会等を
実施します。
また、活動先の増加のため、新型コ
ロナウイルス感染症の影響で休止・
縮小している事業所に対し、受け入
れ再開等の依頼を行うとともに、
チームオレンジに協力するボラン
ティアに対し、ポイントを付与でき
るよう整備します。

ボランティアの募集活動とし
て、登録会を４回実施した。
チームオレンジに協力するボ
ランティアに対し、ポイント
を付与できるよう整備した。
ボランティアの受け入れ再開
に向けた事業所からのヒアリ
ングを行った。

有効登録者数　２２１人
参加事業者数　３８か所

B

目標の有効登録者数に達して
はいないが、東小金井駅高架
下等高齢者の身近な場所で登
録会を行う工夫を行った。

ボランティアと受入れ事業所
との意見交換会の開催や受入
れ事業所紹介の配布等により
未活動者を活動につなげてい
く。
また、登録ボランティアの増
加のため、登録機会と周知を
兼ねて、登録会等を引き続き
実施します。
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事業予定 事業実績
事業
評価

評価の理由 事業予定

令和６年度
番
号

事業名称
（★重点事業）
（☆新規事業）

事業の内容 担当課

⑬

★介護職員宿舎借
上支援事業の継続

介護職員等の人材確保及び定着の支援
や、災害時における対応力の強化のた
め、市内の地域密着型サービス事業所等
に対して、介護職員の宿舎借り上げに要
する費用の補助を行います。

<計画期間の目標>
対象戸数　12戸

介護福祉課 対象事業所へ事業の周知を行い、人
材確保の観点から補助制度の利用を
促進します。また、補助制度の拡充
を検討します。

補助対象年数や対象者の要件
拡充を行い、事業所への更な
る制度周知を進め、補助を実
施した。

<計画期間の実績>
対象戸数　１４戸

A

要件拡充の実施とともに、一
定の制度周知の上、補助対象
戸数の目標を達成したため。

介護人材確保等の観点から
補助制度を継続して実施する
とともに、利用促進のため事
業所へ事業の周知を行いま
す。

⑭

★介護分野への就
労支援の継続

介護人材確保のため、ハローワークとの
共催による就職面接会を実施します。
また、介護職員初任者研修については、
受講料を助成するとともに同研修を実施
したうえで、市内での就労へとつなぐた
め、介護事業者連絡会と連携して情報提
供等を行い、訪問介護職員等の介護人材
の確保に取り組みます。

<計画期間の目標>
介護職員初任者研修受講料助成件数　3
件
介護職員初任者研修受講者数　15人

介護福祉課 介護職員初任者研修を実施するとと
もに、初任者研修から、実務者研
修、介護福祉士資格まで補助対象を
拡大した介護資格取得費補助を行い
ます。

【就職面接会実施】
ハローワークとの共催による
就職面接会を実施した。
【介護職員初任者研修実施】
令和７年１月から３月にかけ
て実施した。（受講者及び修
了者５名）
【介護資格取得費補助】
初任者研修　２件
実務者研修　２件
介護福祉士資格　１件

B

就職面接会には６名の応募が
あり、うち３名が採用され
た。
拡充した介護資格取得費補助
に関して、各補助の申請が
あった。研修実施に関して
は、受講者数が伸び悩むもの
の、市内介護事業所への就労
へつながるきっかけとなっ
た。今後、受講者数、補助申
請件数の増加を目指し、さら
なる周知・検討が必要であ
る。

引き続き、介護職員初任者研
修を実施するとともに、介護
資格取得費補助を行います。

⑮

介護サービス事業
者振興事業等の推
進

介護事業所が運営基準を遵守しているか
確認するため、指導検査を行い、運営に
関する助言等を行います。また、福祉
サービス第三者評価の受審の勧奨や、事
業者連絡会及び市内介護支援専門員へ研
修費の補助を実施し、質の高いサービス
提供への支援を行います。

介護福祉課 事業所の指定有効期限を迎える事業
所に対して、指導検査を実施しま
す。また、福祉サービス第三者評価
の受審を勧奨する際、あわせて受審
費の補助制度の案内を行う他、介護
事業所連絡会と連携し、研修を開催
して支援します。

事業所の指定有効期限を迎え
る全対象事業所（地域密着型
サービス、居宅介護支援、介
護予防支援）の指導検査を実
施し、運営基準に従った指導
を実施した。また、事業所へ
福祉サービス第三者評価の受
審を勧奨する際、受審費の補
助制度の案内を実施した他、
事業所向けに研修を年２回実
施した。

A

指導検査の実施や第三者評価
の推進を図り、質の高いサー
ビス提供への支援を実施でき
たため。また、事業所より希
望のあった研修を開催するこ
とできたため。

事業所の指定有効期限を迎え
る事業所に対して、指導検査
を実施します。また、福祉
サービス第三者評価の受審を
勧奨する際、あわせて受審費
の補助制度の案内を行いま
す。

⑯

☆ケアマネジャー
への支援の実施

ケアマネジャーへの支援については、①
受給者が真に必要とするサービスの確保
を図るための資質の向上②事務量の削減
③支援体制の構築を中心に実施します。
①はケアプラン点検やケアマネジメント
に関する研修の実施、②は指定申請等に
関する電子化の推進、ＩＣＴの導入・活
用に関する情報の周知徹底等、③は処遇
困難ケースへの助言、高齢者虐待対応研
修及び地域包括支援センターとの定例的
な連絡会を通じて支援を行います。

<計画期間の目標>
ケアプラン点検　45件
ケアプランの質の向上に係る研修実施回
数　2回

介護福祉課 居宅介護支援事業所に対する指導検
査の際、運営基準の順守に加え、よ
り利用者の状況に合ったケアプラン
作成となるような助言を行うため、
市内主任ケアマネジャーを活用した
ケアプラン点検を実施することを検
討します。また、ケアマネジャーの
負担軽減に資するためのＩＣＴを活
用した手法（指定申請の電子化、ケ
アプランデータ連携システム等）に
ついて引き続き周知を行う他、地域
包括支援センターと連携し、ケアマ
ネジャーのニーズに応じた研修内容
の設定や、支援体制の構築を図りま
す。

ケアプラン点検について、主
任ケアマネジャーに講師を依
頼し、指導検査に合わせて実
施した。また、ケアマネ
ジャーの負担軽減に資するた
めのＩＣＴを活用した手法
（指定申請の電子化、ケアプ
ランデータ連携システム等）
について随時周知を実施し、
導入を促進した。

<計画期間の目標>
ケアプラン点検　７４件
ケアプランの質の向上に係る
研修実施回数　２回

B

主任ケアマネジャーと連携
し、ケアプラン点検を実施し
たことで、より高齢者の本人
らしさを追い求める観点での
点検を実施できた。引き続き
主任ケアマネジャーとの連携
体制の構築を推進する。
ケアマネジャーの負担軽減に
資するためのＩＣＴを活用し
た手法についても一定の周知
を実施できた。

居宅介護支援事業所に対する
指導検査の際、運営基準の順
守に加え、より利用者の状況
に合ったケアプラン作成とな
るような助言を行うため、市
内主任ケアマネジャーを活用
したケアプラン点検を継続し
ます。また、ケアマネジャー
の負担軽減に資するため、特
にケアプランデータ連携シス
テムについて具体的な導入支
援を行うとともに、地域包括
支援センターと連携し、ケア
マネジャーのニーズに応じた
研修内容の設定や、支援体制
の構築を図ります。
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